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平成２２年第６回当別町議会定例会 第１日

平成２２年１２月１４日（火曜日） 午前１０時開会

議 事 日 程 （第１号）

開会・開議

議事日程の報告

第 １ 会議録署名議員の指名

第 ２ 会期の決定

第 ３ 諸般の報告

第 ４ 理事者の報告

第 ５ 学園都市線電化促進特別委員会中間報告

第 ６ 議員提案第１号 切れ目ない中小企業支援及び金融支援策を求める意見書

第 ７ 議員提案第２号 ヒトＴ細胞白血病ウィルス１型（ＨＴＬＶ―１）総合対策を求

める意見書

第 ８ 議員提案第３号 北海道開発の枠組みの堅持と北海道局の存続に関する意見書

第 ９ 議案第 １号 平成２２年度当別町一般会計補正予算（第４号）

第１０ 議案第 ２号 平成２２年度当別町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）

第１１ 議案第 ３号 平成２２年度当別町介護保険特別会計補正予算（第２号）

第１２ 議案第 ４号 平成２２年度当別町下水道事業特別会計補正予算（第１号）

第１３ 議案第 ５号 平成２２年度当別町農業集落排水事業特別会計補正予算（第１

号）

第１４ 議案第 ６号 平成２２年度当別町水道事業会計補正予算（第１号）

第１５ 議案第 ７号 当別町子ども発達支援センター条例制定について

第１６ 議案第 ８号 当別町立幼稚園設置条例の廃止について

第１７ 議案第 ９号 当別下水終末処理場電気設備更新工事請負契約について

第１８ 諮問案第１号 人権擁護委員の候補者の推薦について

第１９ 諮問案第２号 人権擁護委員の候補者の推薦について

散 会
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午前１０時００分開議

出席議員（１６名）

１番 洞 内 真由美 君 ２番 稲 村 勝 俊 君

３番 石 川 和 栄 君 ４番 臼 杵 英 男 君

５番 小早川 孝 男 君 ６番 桑 内 雅 彦 君

８番 白 木 和 廣 君 ９番 岡 野 喜代治 君

１０番 市 川 正 君 １１番 桐 井 信 征 君

１２番 小 野 広 実 君 １３番 島 田 裕 司 君

１４番 後 藤 正 洋 君 １５番 柏 樹 正 君

１６番 髙 谷 茂 君 １７番 竹 田 和 雄 君

欠席議員（１名）

７番 神 林 俊 一 君

欠 員（なし）

説明のための出席者

町 長 泉 俊 彦 君

副 町 長 近 藤 充 徳 君

総 務 部 長 加賀谷 定 歳 君

総 務 課 長 野 村 雅 史 君

納 税 課 長 加 藤 慎 也 君

財 政 課 長 森 田 至 君

企 画 部 長 増 輪 肇 君

企 画 課 長 熊 谷 康 弘 君

美しいまちづくり課長 堤 和 弘 君

美しいまちづくり課参事 山 崎 俊 彦 君

住民環境部長 鈴 木 博 史 君

環境生活課長 佐々木 由紀夫 君

住 民 課 長 進 藤 理 君

福 祉 部 長 小 山 久 夫 君

福 祉 課 長 江 口 昇 君

子育て推進課長 三 宅 俊 春 君

子育て推進課参事 舘 田 博 道 君

経 済 部 長 竹 原 陽 一 君

農 林 課 長 松 浦 悟 志 君
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建設水道部長 滝 本 隆 志 君

建 設 課 長 藤 原 正 志 君

上下水道課長 吉 尾 雅 昭 君

教 育 委 員 長 大 澤 勉 君

教 育 長 山 内 秀 治 君

教 育 部 長 高 橋 通 君

管 理 課 長 山 田 敏 行 君

代表監査委員 米 口 稔 君

事務局職員出席者

事 務 局 長 中 越 辰 雄 君

次 長 五十嵐 一 夫 君

主 幹 小 川 義 則 君

係 長 春 田 秀 彦 君
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◎開会・開議の宣告 （午前１０時００分）

〇議長（竹田和雄君） おはようございます。ただいまの出席議員16名、定足数に達して

おりますので、平成22年第６回当別町議会定例会を開会いたします。

◇

◎議事日程の報告

〇議長（竹田和雄君） 議事日程でございますが、さきにお配りしました日程表により議

事に入ります。

◇

◎会議録署名議員の指名

〇議長（竹田和雄君） 日程第１、会議録署名議員の指名ですが、会議規則第118条の規

定により、

６番 桑 内 雅 彦 君

８番 白 木 和 廣 君

を指名いたします。

◇

◎会期の決定

〇議長（竹田和雄君） 日程第２、会期の決定ですが、さきに議会運営委員会を開催し、

協議の結果、平成22年12月14日から12月16日までの３日間としましたが、これに異議ござ

いませんか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 異議なしと認め、12月14日から12月16日までの３日間とすること

に決定いたしました。

◇

◎諸般の報告

〇議長（竹田和雄君） 日程第３、諸般の報告を申し上げます。

監査委員より例月出納検査の結果報告がありました。その写しをお手元に配付しており

ますので、ご高覧願います。

次に、議長の出張報告をいたします。
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12月８日から９日にかけて髙谷副議長、小野議会運営委員長とともに、11月29日開会の

臨時議会において全会一致で可決されました政府の国際貿易交渉方針策定に関する意見書

を農林水産省及び経済産業省並びに道内選出国会議員に提出し、さらには内閣官房国家戦

略室に設置されました食と農林漁業の再生推進本部に対し本町農業を取り巻く現状とＴＰ

Ｐ参加への懸念を強く訴えてまいりました。

なお、復命書につきましては議会事務局に保管してございますので、ご承知願います。

以上、報告を終わります。

◇

◎理事者の報告

〇議長（竹田和雄君） 日程第４、理事者において報告事項があれば、その報告を求めま

す。

町長。

〇町長（泉 俊彦君） 当別町ふとみ保育所業務民間委託について行政報告を申し上げま

す。

本町における保育所運営については、保育サービスの質の向上及び財政負担の軽減が可

能であるとし、当別町幼稚園・保育所計画に基づき、平成21年度から旧当別町東保育所を

民営化しております。当別町第５次総合計画におきましても民間活力による新しい幼児教

育、保育環境の創出を掲げ、また当別町子育て行動計画及び当別町幼稚園・保育所計画の

中でも民間活力を導入することとし、ふとみ保育所は平成23年度に民間委託をすることと

しております。このことから、平成23年度よりふとみ保育所の業務委託を行うため、本年

８月に民間委託にかかわる方針を決定させていただき、その後総務文教厚生常任委員会に

も説明をさせていただき、10月にはふとみ保育所を通所区域とする保護者を対象とした説

明会を開催させていただきました。委託先については、非営利団体であり、保育所運営を

事業目的とする地元の社会福祉法人で、現在町内で認可保育所を運営しております社会福

祉法人高陽福祉会と１月から新年度入所児童の募集を開始するため長期継続契約を踏まえ

覚書を締結しながら、新年度予算議決後に業務委託契約を締結する予定でおります。今後

は保護者の皆様への説明及び保護者、町、社会福祉法人による３者協議を重ねながら、１

月から３月までは引き継ぎ保育及び委託開始の４月から３カ月間はフォロー保育を実施し、

安心して保育所に通うことができるよう努めてまいりたいと考えておりますことを報告さ

せていただきます。

以上、報告といたしますが、この件につきましては理事者においては議会の委員会等と

十分に協議を重ねた結果でき得る限り住民周知は徹底させていただいておりますが、一層

議会におかれましてもきょうの報告を重く受けとめて町民各位に理解を広めてもらうよう

にご協力を特にお願い申し上げます。
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以上、報告を終わります。

◇

◎学園都市線電化促進特別委員会中間報告

〇議長（竹田和雄君） 日程第５、学園都市線電化促進特別委員会中間報告を行います。

学園都市線電化促進特別委員長から中間報告をしたいとの申し出がありましたので、こ

れを許します。

桑内副委員長。

〇学園都市線電化促進特別委員会副委員長（桑内雅彦君） 学園都市線電化促進特別委員

会中間報告書。

本委員会は、平成22年５月24日、９月９日、10月29日、11月29日に委員会を開催し、町

執行部の出席を求め説明を聴取し、慎重審議の結果、次のとおり中間報告する。

記。本委員会は、平成21年６月８日に設置以来、電化の早期実現に向け慎重に審議を重

ねてきた。

あいの里公園―北海道医療大学間の電化は、当別町が１億1,000万円の事業費負担を決

定し、平成24年春の電化開業に向け、現在、調査・設計が行われているが、本委員会は学

園都市線のさらなる利便性向上のため、平成22年11月15日にＪＲ北海道を訪問し、あいの

里公園行き最終便の石狩当別駅までの延長、札幌圏一体となった高速鉄道ネットワークの

早期実現、また国に対する要望も視野に入れながら、桑園―八軒間の複線化など７項目に

ついて要望を行ってきた。

電化開業後は、列車の高速化により、所要時間が短縮されるほか、新規車両の導入によ

り、混雑率の緩和や騒音低減などの効果が見込まれ、本委員会設置の本旨はおおむね達成

されるものと考えるが、今後においても、当別町民の交通利便性のさらなる向上を目指し、

学園都市線の整備・拡充のため、当別町と当別町議会が相互連携を図りながら、ＪＲ北海

道及び関係機関への要請行動を継続し、推進すべきものと考える。

以上、本委員会の中間報告とする。

平成22年12月14日。

当別町議会議長、竹田和雄様。

学園都市線電化促進特別委員会委員長、後藤正洋。

以上、報告といたします。

〇議長（竹田和雄君） 以上で中間報告を終わります。

◇

◎議員提案第１号の上程、説明、質疑、採決
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〇議長（竹田和雄君） 日程第６、議員提案第１号を上程いたします。

提案理由の説明を求めます。

小野君。

〇１２番（小野広実君） 議員提案第１号 切れ目ない中小企業支援及び金融支援策を求

める意見書。

切れ目ない中小企業支援及び金融支援策を求める意見書の提出について、当別町議会会

議規則第14条の規定により、下記のとおり提出いたします。

平成22年12月14日提出。

提出者、当別町議会議員、小野広実。賛成者、市川正、同、柏樹正、同、桐井信征、同

じく岡野喜代治、同じく白木和廣、同じく臼杵英男。

当別町議会議長、竹田和雄様。

提案理由。

中小企業を取り巻く環境は消費の低迷、デフレに伴う低価格競争、急激な円高など厳し

い状況が続いているにもかかわらず、政府は「緊急保証制度」の延長打ち切りを決定し、

「中小企業金融円滑化法」も時限を迎えます。中小企業にとって最も重要な資金繰り支援

を打ち切ることで資金が困窮すれば、事業が衰退し雇用に影響します。本格的な景気回復

に向けた切れ目ない「中小企業支援」及び「金融支援策」を早急に決定・実施するよう政

府に対して強く要請します。

記。１、切れ目ない中小企業支援及び金融支援策を求める意見書、別紙でございますが、

この意見書をご高覧願います。

以上でございます。よろしくお願いします。

〇議長（竹田和雄君） 質疑を求めます。

〔「なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 質疑を打ち切って、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 異議なしと認め、質疑を打ち切り、討論を省略して、議員提案第

１号は原案のとおり可決することに決定してよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 異議なしと認め、議員提案第１号は原案のとおり可決することに

決定いたしました。

◇

◎議員提案第２号の上程、説明、質疑、採決

〇議長（竹田和雄君） 日程第７、議員提案第２号を上程いたします。

提案理由の説明を求めます。
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小野君。

〇１２番（小野広実君） 議員提案第２号 ヒトＴ細胞白血病ウィルス１型（ＨＴＬＶ―

１）総合対策を求める意見書。

ヒトＴ細胞白血病ウィルス１型（ＨＴＬＶ―１）総合対策を求める意見書の提出につい

て、当別町議会会議規則第14条の規定により、下記のとおり提出いたします。

平成22年12月14日提出。

提出者、当別町議会議員、小野広実。賛成者、市川正、同じく柏樹正、同じく桐井信征、

同じく岡野喜代治、同じく白木和廣、同じく臼杵英男。

当別町議会議長、竹田和雄様。

提案理由。

ヒトＴ細胞白血病ウィルス１型（ＨＴＬＶ―１）は、致死率の高い「成人Ｔ細胞白血病

（ＡＴＬ）」や進行性の歩行・排尿障がいを伴う「せき髄疾患（ＨＡＭ）」等を引き起こ

し、国内の感染者数（キャリア）は100万人以上と推定され、その数はＢ型・Ｃ型肝炎に

匹敵します。毎年約1,000人以上がＡＴＬで命を落とし、ＨＡＭ発症者は激痛や両足麻痺、

排尿障がいに苦しんでいます。一度感染すると現代の医学ではウィルスを排除することが

できず、いまだに根本的な治療法は確立されていません。ＨＴＬＶ―１の感染拡大防止へ

の総合対策を推進するよう政府に対して強く要請します。

記。１、ヒトＴ細胞白血病ウィルス１型（ＨＴＬＶ―１）総合対策を求める意見書、別

紙でございますが、ご高覧を願いたいと存じます。

以上でございます。よろしくお願いします。

〇議長（竹田和雄君） 質疑を求めます。

〔「なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 質疑を打ち切って、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 異議なしと認め、質疑を打ち切り、討論を省略して、議員提案第

２号は原案のとおり可決することに決定してよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 異議なしと認め、議員提案第２号は原案のとおり可決することに

決定いたしました。

◇

◎議員提案第３号の上程、説明、質疑、採決

〇議長（竹田和雄君） 日程第８、議員提案第３号を上程いたします。

提案理由の説明を求めます。

小野君。
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〇１２番（小野広実君） 議員提案第３号 北海道開発の枠組みの堅持と北海道局の存続

に関する意見書。

北海道開発の枠組みの堅持と北海道局の存続に関する意見書の提出について、当別町議

会会議規則第14条の規定により、下記のとおり提出いたします。

平成22年12月14日提出。

提出者、当別町議会議員、小野広実。賛成者、市川正、同じく柏樹正、同じく桐井信征、

同じく岡野喜代治、同じく白木和廣、同じく臼杵英男。

当別町議会議長、竹田和雄様。

提案理由。

ことし６月に閣議決定した「新成長戦略」の目標を達成するために今後も北海道の計画

的な開発を継続することが求められる。

国は、平成13年１月の省庁再編により北海道開発庁を廃止し、北海道総合開発の機能を

国土交通省北海道局に引き継ぐこととしたが、北海道開発の枠組みを堅持し、北海道局の

存続を図るよう、強く求める。

記。１、北海道開発の枠組みの堅持と北海道局の存続に関する意見書、別紙でございま

す。ご高覧を願いたいと存じます。

以上でございます。よろしくお願いします。

〇議長（竹田和雄君） 質疑を求めます。

〔「なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 質疑を打ち切って、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 異議なしと認め、質疑を打ち切り、討論を省略して、議員提案第

３号は原案のとおり可決することに決定してよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 異議なしと認め、議員提案第３号は原案のとおり可決することに

決定いたしました。

なお、ただいま決定されました議員提案第１号、議員提案第２号、議員提案第３号につ

いて、意見書案及び派遣する場合の議員の取り扱いは議長に一任願います。

◇

◎議案第１号の上程、説明、質疑、採決

〇議長（竹田和雄君） 日程第９、議案第１号を上程いたします。

提案理由の説明を求めます。

町長。

〇町長（泉 俊彦君） ただいま議題となりました議案第１号 平成22年度当別町一般会
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計補正予算（第４号）につきまして、提案の説明を申し上げます。

本補正予算は、歳入歳出ともに7,345万6,000円を増額し、総額を83億9,447万3,000円と

いたしました。

補正額につきましては、１ページから２ページに記載の「第１表 歳入歳出予算補正」

をお目通しいただきたく存じます。

次に、地方債の補正につきましては、３ページに記載の「第２表 地方債の補正」をご

高覧いただきたく存じます。

歳出の主なものといたしましては、減債基金への積立金3,501万円、まちづくり基金へ

の積立金696万円、障害福祉サービス給付費1,425万7,000円、私立保育所に対する運営費

負担金1,220万1,000円、子宮頸がん等のワクチン接種委託631万6,000円などを増額し、財

源といたしましては地方交付税3,501万円、国庫支出金1,300万3,000円、道支出金1,349万

2,000円、寄附金696万円などを増額して措置いたしました。

よろしく審議をいただきますようお願い申し上げます。

〇議長（竹田和雄君） 質疑を求めます。

桐井議員。

〇１１番（桐井信征君） 今の補正予算について一部だけ、19ページの13節、予防接種委

託について631万円、これは今年度におきまして子宮頸がん、ヒブ、そして肺炎球菌の予

算づけ、今年度についてついたわけでございますが、要するに町民に対してどのような方

法でこれを知らしめていくのかなということで、恐らく町の広報、そして町のホームペー

ジで知らしめていくのだろうと思いますけれども、私は今のこの町の広報、またホームペ

ージを意外とまだ持っておられない方もございますので、私はこういう方々に対し至急と

いうか、対象年齢を持っている親御さんに対してどのような方法で知らしめていくのかな

という、これはこれからのお子さん方に対して非常に大事なことでございますので、やは

りきちっとした知らしめ方をしていくべきではないかなと思いますので、そういう以外の

ものがあれば、ぜひ教えていただきたいと思います。私がここで思いますのは、やはりこ

ういう対象年齢の親御さん方にどこかで集まっていただいた中でこういうものを啓発をし

ていく必要があるのではなかろうかなと思いますので、その点ひとつお聞かせ願いたいと

思います。

〇議長（竹田和雄君） 福祉課長。

〇福祉課長（江口 昇君） ただいまのワクチンの接種に関する広報の仕方についての回

答をさせていただきたいと思います。

ただいまご指摘ございましたとおり、広報ですとか、それからホームページによる広報

を行っていきたいと思います。そのほかに各医療機関に対しましてポスター、それからチ

ラシを配布させていただいて実際に病院を使われる方に対しての周知をさせていただくと

いうことと、あと今福祉課で出前講座という各地域に入っていかせていただきながらいろ

いろな福祉関係のことをご説明させていただく事業がございますが、そういった中で各町
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内会等に入っていく中でワクチンに対する周知をさせていただきたいと思っております。

以上です。

〇議長（竹田和雄君） ほかに。

〔「なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 質疑を打ち切って、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 異議なしと認め、質疑を打ち切り、討論を省略して、議案第１号

は原案のとおり可決することに決定してよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 異議なしと認め、議案第１号は原案のとおり可決することに決定

いたしました。

◇

◎議案第２号の上程、説明、質疑、採決

〇議長（竹田和雄君） 次に、日程第10、議案第２号を上程いたします。

提案理由の説明を求めます。

町長。

〇町長（泉 俊彦君） ただいま議題となりました議案第２号 平成22年度当別町国民健

康保険特別会計補正予算（第２号）につきまして、提案の説明を申し上げます。

本補正予算は、歳入歳出ともに945万6,000円を増額し、その総額を23億3,769万6,000円

といたしました。

補正額につきましては、１ページから２ページに記載の「第１表 歳入歳出予算補正」

をお目通しいただきたく存じます。

歳出といたしましては、総務費84万円、保険給付費995万2,000円、諸支出金123万円を

増額し、前年度繰り上げ充用金256万6,000円を減額するもので、この財源といたしまして

は国庫支出金84万円、療養給付費交付金8,61万6,000円を増額して措置いたしました。よ

ろしくお願いいたします。

なお、私のほうからこの際発言いたしますが、前段ご質問ありました１号議案の委託料、

予防接種等について町側はどういう啓蒙、啓発するかということについて課長から答弁を

いたしましてご理解いただいたところでございますが、ペーパーあるいは広報等でのお知

らせだけではなかなか広く伝わらないことで、やはり地域地域の話し合い、これはでき得

る限り議会の皆さんにおかれましても議員活動のそれぞれの感性でそういう動きをしてい

ただくことは非常に助かることでございます。前段も、傍聴席お帰りになりましたけれど

も、議員提案されました金融のことにつきましてすばらしいご決議をいただいたわけでご

ざいますが、銀行、金融機関がわざわざ傍聴に来られておることもわかりますように、今
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当別町の経済情勢が非常に厳しいという中でどういう決議がされるのだろうと、そういう

ことを私は金融機関に直接某頭取など複数の方々に町の経済状況について開陳申し上げる

機会がございましただけに傍聴に来たのだと思いますが、そういうことをＴＰＰもさるこ

とながら、いろんな金融機関の実情を議会の皆さんができ得れば、ここで異議なし、賛成

とお決めいただく非常に重要なことですから、町民各位、経済活動されている各位の意見

も懇談するような形で、そして満場一致で議決という形になる、そういうことがすべて議

会の活動が非常に行き届いたすばらしい活動になると評価をいただけることになるのでな

いかというふうに期待をいたしている次第でございますので、前段の再質問はございませ

んでしたけれども、あわせてご答弁をさせていただきました。

以上、よろしくお願い申し上げます。

〇議長（竹田和雄君） 質疑を求めます。

〔「なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 質疑を打ち切って、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 異議なしと認め、質疑を打ち切り、討論を省略して、議案第２号

は原案のとおり可決することに決定してよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 異議なしと認め、議案第２号は原案のとおり可決することに決定

いたしました。

◇

◎議案第３号の上程、説明、質疑、採決

〇議長（竹田和雄君） 日程第11、議案第３号を上程いたします。

提案理由の説明を求めます。

町長。

〇町長（泉 俊彦君） ただいま議題となりました議案第３号 平成22年度当別町介護保

険特別会計補正予算（第２号）につきまして、提案の説明を申し上げます。

本補正予算は、歳入歳出ともに873万8,000円を増額し、その総額を11億861万7,000円と

いたしました。

補正額につきましては、１ページから２ページに記載の「第１表 歳入歳出予算補正」

をお目通しいただきたく存じます。

歳出といたしましては、介護サービス等諸費1,686万6,000円、基金積立金873万8,000円

を増額して、介護予防サービス等諸費1,382万9,000円、特定入所者介護サービス等費303

万7,000円を減額するもので、この財源といたしまして繰越金873万8,000円を増額して措

置いたしました。
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よろしくご審議をいただきますようお願い申し上げます。

〇議長（竹田和雄君） 質疑を求めます。

〔「なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 質疑を打ち切って、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 異議なしと認め、質疑を打ち切り、討論を省略して、議案第３号

は原案のとおり可決することに決定してよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 異議なしと認め、議案第３号は原案のとおり可決することに決定

いたしました。

◇

◎議案第４号の上程、説明、質疑、採決

〇議長（竹田和雄君） 日程第12、議案第４号を上程いたします。

提案理由の説明を求めます。

町長。

〇町長（泉 俊彦君） ただいま議題となりました議案第４号 平成22年度当別町下水道

事業特別会計補正予算（第１号）につきまして、提案の説明を申し上げます。

本補正予算は、歳入歳出ともに380万4,000円を増額し、その総額を９億6,289万8,000円

といたしました。

補正額につきましては、１ページから２ページに記載の「第１表 歳入歳出予算補正」

をお目通しいただきたく存じます。

歳出といたしましては、下水道費、一般管理費に6,000円、管渠管理費379万8,000円を

増額するもので、財源といたしましては繰越金380万4,000円を増額して措置いたしました。

よろしくご審議をいただきますようお願い申し上げます。

〇議長（竹田和雄君） 質疑を求めます。

〔「なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 質疑を打ち切って、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 異議なしと認め、質疑を打ち切り、討論を省略して、議案第４号

は原案のとおり可決することに決定してよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 異議なしと認め、議案第４号は原案のとおり可決することに決定

いたしました。
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◇

◎議案第５号の上程、説明、質疑、採決

〇議長（竹田和雄君） 日程第13、議案第５号を上程いたします。

提案理由の説明を求めます。

町長。

〇町長（泉 俊彦君） ただいま議題となりました議案第５号 平成22年度当別町農業集

落排水事業特別会計補正予算（第１号）につきまして、提案の説明を申し上げます。

本補正予算は、歳入歳出ともに62万円を増額し、その総額を8,012万4,000円といたしま

した。

補正額につきましては、１ページから２ページに記載の「第１表 歳入歳出予算補正」

をお目通しいただきたく存じます。

歳出といたしましては、農業集落排水事業費において建設費62万円増額するもので、財

源といたしましては繰越金62万円を措置いたしました。

よろしくご審議をいただきますようお願い申し上げます。

〇議長（竹田和雄君） 質疑を求めます。

〔「なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 質疑を打ち切って、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 異議なしと認め、質疑を打ち切り、討論を省略して、議案第５号

は原案のとおり可決することに決定してよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 異議なしと認め、議案第５号は原案のとおり可決することに決定

いたしました。

◇

◎議案第６号の上程、説明、質疑、採決

〇議長（竹田和雄君） 日程第14、議案第６号を上程いたします。

提案理由の説明を求めます。

町長。

〇町長（泉 俊彦君） ただいま議題となりました議案第６号 平成22年度当別町水道事

業会計補正予算（第１号）につきまして、提案の説明を申し上げます。

本補正予算は、収益的収入において、子ども手当等支給に伴う一般会計からの繰入金と

して他会計繰入金40万円を増額して、収入総額を４億1,418万9,000円といたしました。

また、収益的支出において、水道管修繕費の増として配水及び給水費440万5,000円を増
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額し、退職手当精算に伴う負担金の減として総係費227万円などを減額しまして、支出総

額を３億9,972万2,000円といたしました。

次に、資本的収入において、子ども手当等支給に伴う一般会計からの繰入金として他会

計繰入金42万円を増額し、収入総額を３億3,190万円といたしました。

よろしくご審議いただきますようお願い申し上げます。

〇議長（竹田和雄君） 質疑を求めます。

〔「なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 質疑を打ち切って、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 異議なしと認め、質疑を打ち切り、討論を省略して、議案第６号

は原案のとおり可決することに決定してよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 異議なしと認め、議案第６号は原案のとおり可決することに決定

いたしました。

◇

◎議案第７号の上程、説明、質疑、採決

〇議長（竹田和雄君） 日程第15、議案第７号を上程いたします。

提案理由の説明を求めます。

町長。

〇町長（泉 俊彦君） ただいま議題となりました議案第７号 当別町子ども発達支援セ

ンター条例制定についてでありますが、当別町子どもハウスを平成23年３月をもって廃止

をし、当別町子ども発達支援センターを移転するため、条例を制定しようとするものであ

ります。

よろしくご審議をいただきますようお願い申し上げます。

〇議長（竹田和雄君） 質疑を求めます。

〔「なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 質疑を打ち切って、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 異議なしと認め、質疑を打ち切り、討論を省略して、議案第７号

は原案のとおり可決することに決定してよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 異議なしと認め、議案第７号は原案のとおり可決することに決定

いたしました。
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◇

◎議案第８号の上程、説明、質疑、採決

〇議長（竹田和雄君） 日程第16、議案第８号を上程いたします。

提案理由の説明を求めます。

町長。

〇町長（泉 俊彦君） ただいま議題となりました議案第８号 当別町立幼稚園設置条例

の廃止につきまして説明を申し上げます。

当別幼稚園は、昭和40年に創立され、町立幼稚園として幼児教育を担ってまいりました

けれども、来年、平成23年４月より民間による認定こども園が開設されることから、当別

幼稚園をここで廃止するため、条例を廃止しようとするものであります。

よろしくご審議をいただきますようお願い申し上げます。

〇議長（竹田和雄君） 質疑を求めます。

〔「なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 質疑を打ち切って、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 異議なしと認め、質疑を打ち切り、討論を省略して、議案第８号

は原案のとおり可決することに決定してよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 異議なしと認め、議案第８号は原案のとおり可決することに決定

いたしました。

◇

◎議案第９号の上程、説明、質疑、採決

〇議長（竹田和雄君） 日程第17、議案第９号を上程いたします。

提案理由の説明を求めます。

町長。

〇町長（泉 俊彦君） 議案第９号説明の前に、先ほど満場一致でご決議いただきました

当別幼稚園の公立幼稚園を民営化することについて、先ほどもご質問ございましたけれど

も、制度の変更、そういうことについて議会だけで満場一致で決めても、あるいは議会の

広報あるいは町広報でお知らせしてもあまねく町民の皆さんには周知徹底されないことが

多いということが一部先ほど議論あったわけでございますが、この幼稚園については去る

21年の町長選にも争点になった点でございます。町立幼稚園を維持するということを標榜

して立候補され、しかも元国会議員、現職の札幌市会議員が指導されていた候補であった

と思います。今日町民とたび重なる協議の結果、議会でも満場一致で先ほど決定いただい
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たということにつきましても議員各位におかれましても住民にあまねくご理解をいただけ

るようにご協力をお願いいたします。もちろん理事者側、町行政としてはこのことについ

ても今後細やかに住民説明会を行うことになっておりますので、そういうときにやじ等、

あるいは会場を乱すような行為が起こらないように配慮しながら粛々と進めていくつもり

でございますので、議員各位におかれましてもそういうときには努めて参加していただけ

ればありがたいと思います。

それでは、ただいま議題となりました議案第９号 当別下水終末処理場電気設備更新工

事請負契約について、提案の説明を申し上げます。

本件は、平成22年12月２日に５社による指名競争入札に付したところ、三菱電機プラン

トエンジニアリング株式会社東日本本部北海道支社が6,352万5,000円で落札いたしました

ので、同社と工事請負契約を締結するため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又

は処分に関する条例第２条の規定により、議会の議決をいただこうとするものであります。

よろしくお願いを申し上げます。町の入札行為についても天の声がなかったかとか、そ

ういうことが大っぴらに今町内に流布しているやに承知いたしておりますので、本件につ

いて十分なご審議の結果、皆様の賛同を心からお願い申し上げます。

〇議長（竹田和雄君） 質疑を求めます。

柏樹君。

〇１５番（柏樹 正君） 何点か質問をいたします。産業建設委員会でも報告があったの

ですが、詳しい議論がそのとき不十分だと感じたので、改めて、今町長が言われたことで

はないのですが、今回の6,352万5,000円というのはことしの当初予算のときにこの関係の

電気設備更新工事の予算が全体の資料として出されたときに見ますと5,980万という数字

だったのです。それが今回予定価格自体が資料を見ますと6,437万5,000円ということで50

0万近く上がった形で入札に付されて、98％近い形で落札はしたのですが、この予定価格

自体が当初の予算委員会での金額とこれだけの違いが出てきた、上がったことについての

説明を１つはしていただきたいのと、それからもう一つはこの入札に参加された５社の中

でこの三菱電機の関係は毎年のような形で落札されているのですが、ほかの５社のうち１

社が法外に非常に高い札を入れているということなのです。9,000万を超える形ですので、

かなり開きがある札を入れたというふうに出ておりましたので、この件については一般的

な入札はまた、競争入札されたときに５社か６社程度指名競争して、そして大体そんなに

違わない、落札が極めて低い場合というのはたまたまありますが、高い形で出てきたので、

このあたりについてそれぞれ名の通った方が入札に参加されているわけですから、何か特

別な理由があるのかどうかちょっと説明を、入札を執行される側の立場からいってそこに

聞くことができるのかどうかということも含めて１つはお知らせをお願いしたいと思いま

す。

〇議長（竹田和雄君） 上下水道課長。

〇上下水道課長（吉尾雅昭君） 柏樹議員のご質問にお答えさせていただきます。
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まず、予算の関係でございますけれども、本工事の予算につきましては当初予算におい

て資料を提出したとおり5,980万という形で予定をしておりまして、それに基づく概算の

設計もしているところでございます。ただ、今年度発注時期になりまして、新たに工事設

計積算におきまして市場単価の調査等精査し、積算を組んだところ、予定しておりました

金額よりも設計価格におきまして457万5,500円上回ります6,437万5,500円となりました。

この件におきましては、15節でございます工事請負費の中の予算において執行残を含めま

して予算調整をしながら執行しているところでございます。

それから、今回の工事の入札の関係でございますけれども、本件工事につきましては町

発注の工事実績や道内の他市町村での工事実績がございます５社によりまして指名競争入

札を執行しておりまして、入札経過におきましては入札比較価格、これにつきましては予

定価格から消費税相当額を除いた額ですけれども、6,131万円に対しまして最低価格の6,0

50万円から最高価格9,050万円の中で応札がございまして、最低価格で入札されました三

菱電機プラントエンジニアリング株式会社東日本本部北海道支社と消費税相当額を加算し

ました落札価格の6,352万5,000円にて現在仮契約を締結しているところでございます。今

回の入札の中で価格帯が大きくなったというご指摘でございますけれども、この要因につ

きましては今回の工事が電気設備工事という特殊な工事でございまして、設計単価等に高

額な工場製作品などの見積もりによりますものが多く、設計価格の大半を占めておりまし

て、各業者におかれましてもこの部分の単価を幾らで見積もるかで大きく変動するものと

思われます。入札後の価格調査等につきましては、特に基準を設けているわけではござい

ませんが、予定価格に対しまして明らかに低価格入札となった場合には、契約にかかわる

事項でもございますので、落札業者より見積書、それから積算内訳書などを提出していた

だきまして、予定をしている工事について設計図書、それから仕様書どおりに誠実に実行

できるかを確認した上で契約することとしております。高額入札につきましては、特に契

約との関連はございませんので、積算内訳書などの提出を求めるということは考えており

ません。ご理解のほどよろしくお願いしたいと思います。

以上でございます。

〇議長（竹田和雄君） 柏樹君。

〇１５番（柏樹 正君） 説明がございました。重ねてお伺いしたいのですが、予算との

関係で開きが500万程度ということですが、考え方によっては相当高額、同じ節の中でそ

れはあり得るということはわかるのですが、そうするとその同じ節の中でどのぐらいまで

の場合そういうことが認められるのかと。今回の場合は、当初予算で１億6,000万ほどで

すので、そのうち5,800万が仮にそういう単価が上がって今回5,800万が6,300万で500万ぐ

らい上がったのですが、これがさらに開きがあった場合もそれはその節の中だから許容範

囲というふうな考え方になるのか、一定のやっぱり常識的な部分というのがあると思うの

ですが、その辺の基準というのはあるのかどうか、せめて委員会等でそういう説明を議会

でもされるべきではないかという考え方ありますので、その辺についてが１点。
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それから、もう一つは、この電気設備の更新工事は毎年行われていて、資料によります

と昨年は北海道三菱電機、それからその前はこの三菱電機プラント云々という形で毎年の

ように行われていて、先ほどの9,000万で入れた会社もほぼ大体参加をしているのですが、

そんなに違わないのです。それが今回非常に違うというのは、6,000万に対して9,000万で

すから、3,000万も違うということになると、相当の間違いが、何か理由があるのではな

いかというふうに私は感じたので、それはやっぱり見積もりを改めて出してもらって、そ

の原因を突き詰めて、結果的に落札業者がどうこうということではないのですが、より精

度のある競争入札をやる上でも教訓とすべきことだと思うので、そういう方式を取り入れ

ることができないのかどうか、専門分野の下水道の関係ですから、私もそのあたりはちょ

っと不得意な部分もあるのですが、わかるように説明をいただきたいというふうに思いま

す。

それから、参考のために、今回の三菱プラント云々というのは昨年の北海道三菱電機販

売とは会社が違うのかどうか。

〇議長（竹田和雄君） 建設水道部長。

〇建設水道部長（滝本隆志君） 柏樹議員のご質問でございますけれども、まず最初に当

初予算の工事請負費の中で対応したという考えでございますけれども、本来であれば補正

予算を組んで執行するのが当然だというふうに考えるのですが、たまたま今年度先に入札

した工事がございまして、その中で対応できたものですから、その中で対応したという課

長の答えになりました。本来であれば、補正を行って工事を行うというのが筋かというふ

うに考えております。

次に、他社が非常に高い金額で入れたので、調査などをして対応すべきだとのご質問で

ございますけれども、５社のうち４社はほぼ似たような形で考えておりますので、私ども

としては通常の工事閲覧ですとか、工事説明の中で十分業者さんについては理解していた

だいているというふうに考えております。ただ、１社だけ突出しているという部分でござ

いますけれども、これは先ほど課長も答えましたけれども、それぞれの会社で工場製作を

行うときにどういう単価を組むのか、それによってかなり変わってくるという形で私ども

とらえておりますので、こういう工場製作が多いような工事についてはある程度価格の差

が出てくるのかなというふうには考えておりまして、今後ともこれを調査するということ

では今考えてはおりません。

最後に、昨年の業者と違うのかというお話ですけれども、違います。違う会社でござい

ます。

以上でございます。

〇議長（竹田和雄君） 柏樹君。

〇１５番（柏樹 正君） 重ねての質問になるので、これは一般質問的というか、来年度

の予算の中でもこれは引き続いて質問していきたいと思います。私は、常識的に許容され

る、許容というか、考えられる一定の幅というのが、やっぱり基準というのがあるべきだ
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と思うので、余りにも違い過ぎるのかなという感覚を持ちましたので、この次の予算委員

会等でもこの点についてはお聞きするということで質問を終わります。

〇議長（竹田和雄君） ほかにございますか。

〔「なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 質疑を打ち切って、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 異議なしと認め、質疑を打ち切り、討論を省略して、議案第９号

は原案のとおり可決することに決定してよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 異議なしと認め、議案第９号は原案のとおり可決することに決定

いたしました。

◇

◎諮問案第１号の上程、説明、質疑、採決

〇議長（竹田和雄君） 日程第18、諮問案第１号を上程いたします。

提案理由の説明を求めます。

町長。

〇町長（泉 俊彦君） ただいま議題となりました諮問案第１号 人権擁護委員の候補者

の推薦につきまして、提案の説明を申し上げます。

当別町人権擁護委員岩田伸一氏が平成23年３月31日をもって任期満了となりますので、

新たに橋本俊一氏を推薦いたしたく、人権擁護委員法第６条第３項の規定に基づき、議会

の意見を求めるものであります。

よろしくご審議をいただきますようお願い申し上げます。

〇議長（竹田和雄君） 質疑を求めます。

〔「なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 質疑を打ち切って、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 異議なしと認め、質疑を打ち切り、討論を省略して、諮問案第１

号は原案のとおり同意することに決定してよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 異議なしと認め、諮問案第１号は原案のとおり同意することに決

定いたしました。

◇
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◎諮問案第２号の上程、説明、質疑、採決

〇議長（竹田和雄君） 日程第19、諮問案第２号を上程いたします。

提案理由の説明を求めます。

町長。

〇町長（泉 俊彦君） ただいま議題となりました諮問案第２号 人権擁護委員の候補者

の推薦につきまして、提案の説明を申し上げます。

当別町人権擁護委員菅純子氏が平成23年３月31日をもって任期満了となりますので、新

たに山岸一夫氏を推薦いたしたく、人権擁護委員法第６条第３項の規定に基づき、議会の

意見を求めようとするものであります。

よろしくご審議をいただきますようお願い申し上げます。

〇議長（竹田和雄君） 質疑を求めます。

〔「なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 質疑を打ち切って、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 異議なしと認め、質疑を打ち切り、討論を省略して、諮問案第２

号は原案のとおり同意することに決定してよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と言う人あり〕

〇議長（竹田和雄君） 異議なしと認め、諮問案第２号は原案のとおり同意することに決

定いたしました。

◇

◎散会の宣告

〇議長（竹田和雄君） 以上で本日の日程は全部終了いたしました。

本日はこれにて散会いたします。

あすは午前10時より開会いたします。

本日は大変どうもご苦労さまでございました。

（午前１１時０５分）
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地方自治法第１２３条の規定により署名する。

平成２３年 月 日

議 長

署 名 議 員

署 名 議 員
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平成２２年第６回当別町議会定例会 第２日

平成２２年１２月１５日（水曜日） 午前１０時開議

議 事 日 程 （第２号）

開 議

議事日程の報告

第 １ 会議録署名議員の指名

第 ２ 一般質問

散 会
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午前１０時００分開議

出席議員（１７名）

１番 洞 内 真由美 君 ２番 稲 村 勝 俊 君

３番 石 川 和 栄 君 ４番 臼 杵 英 男 君

５番 小早川 孝 男 君 ６番 桑 内 雅 彦 君

７番 神 林 俊 一 君 ８番 白 木 和 廣 君

９番 岡 野 喜代治 君 １０番 市 川 正 君

１１番 桐 井 信 征 君 １２番 小 野 広 実 君

１３番 島 田 裕 司 君 １４番 後 藤 正 洋 君

１５番 柏 樹 正 君 １６番 髙 谷 茂 君

１７番 竹 田 和 雄 君

欠席議員（なし）

欠 員（なし）

説明のための出席者

町 長 泉 俊 彦 君

副 町 長 近 藤 充 徳 君

総 務 部 長 加賀谷 定 歳 君

総 務 課 長 野 村 雅 史 君

納 税 課 長 加 藤 慎 也 君

財 政 課 長 森 田 至 君

企 画 部 長 増 輪 肇 君

企 画 課 長 熊 谷 康 弘 君

住民環境部長 鈴 木 博 史 君

環境生活課長 佐々木 由紀夫 君

福 祉 部 長 小 山 久 夫 君

福 祉 課 長 江 口 昇 君

経 済 部 長 竹 原 陽 一 君

農 林 課 長 松 浦 悟 志 君

建設水道部長 滝 本 隆 志 君

建 設 課 長 藤 原 正 志 君

上下水道課長 吉 尾 雅 昭 君

教 育 長 山 内 秀 治 君

教 育 部 長 高 橋 通 君
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管 理 課 長 山 田 敏 行 君

代表監査委員 米 口 稔 君

事務局職員出席者

事 務 局 長 中 越 辰 雄 君

次 長 五十嵐 一 夫 君

主 幹 小 川 義 則 君

係 長 春 田 秀 彦 君
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◎開議の宣告 （午前１０時００分）

〇議長（竹田和雄君） おはようございます。ただいまの出席議員17名、定足数に達して

おりますので、昨日に引き続き、平成22年第６回当別町議会定例会を開会いたします。

◇

◎議事日程の報告

〇議長（竹田和雄君） 議事日程でございますが、さきにお配りした日程表により議事に

入ります。

◇

◎会議録署名議員の指名

〇議長（竹田和雄君） 日程第１、会議録署名議員の指名ですが、会議規則第118条の規

定により、

６番 桑 内 雅 彦 君

８番 白 木 和 廣 君

を指名いたします。

◇

◎一般質問

〇議長（竹田和雄君） 日程第２、一般質問を行います。

質問順序はお手元に配付しております一般質問通告一覧により順次行います。

通告１番、臼杵君の質問であります。

臼杵君。

〇４番（臼杵英男君） 通告に基づきまして、一般質問をいたします。

なお、ちょっときょう風邪を引いておりますので、聞きづらい点があるかと思いますけ

れども、ご容赦願います。

行財政運営について質問をいたします。まず、地方交付税特別枠についてですが、今国

においては平成23年度の予算編成が行われております。その予算規模や子ども手当、高速

道路無料化や雇用問題など、政府公約実現に関する取り扱いなどが新聞報道でなされてお

ります。今月12月６日の新聞でも、とりわけ地方自治体の財政運営に直接に影響を及ぼす

地方交付税の別枠加算について報道がありました。この地方の財源不足の対策と地域経済

の活性化を目的とした別枠加算の1.5兆円について、廃止を求める財務省と、その確保を

要求する総務省との攻防も報道されております。この別枠1.5兆円が廃止された場合、当
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別町の財政への影響はどのように出てくるのか、あわせて平成23年度の財政運営の基本的

視点についてお伺いをいたします。

次に、平成15年に当時の小泉首相が三位一体の改革を実施し、交付税などが大幅に削減

をされ、多くの地方自治体が財政難に至りました。その中で当別町では、行財政システム

構築プランを策定してさまざまな取り組みを行い、財政の健全化に取り組んできたことは

承知しておりますが、ちなみに取り組んでこられた中からその一部として、平成15年度か

らの８年間で特別職と職員の人件費についてどのくらい削減を行ってきたのか、さらにそ

の効果についてお伺いをいたします。

健全化に向けて町民の協力のもとに頑張ってきた行財政は、不安定な国策によりまして

さらに当別町の行政運営に問題が出るのではないかと思います。そんな中で町長の23年度

からの財政運営全体に対する気持ちをお聞かせください。

次に、環太平洋連携協定、ＴＰＰについてお伺いをいたします。日本の農業にとって、

とりわけ北海道の農業にとってはこの協定を結ぶことによって現状でいけば道内農業者の

７割は廃業に追い込まれるとの声もあります。道農政部においては、米、小麦、てん菜、

でん粉、酪農、豚の７品目と、それにかかわる産業や地域経済への影響だけでも2008年度

を基本とした試算では、この分野だけでも２兆1,254億円に上るとのことであります。当

別町におきましてもこの７品目に対する農業影響額だけでも41億5,500万円となり、平成1

8年度と比べ60.3％の影響を及ぼすとのことであります。このような状況の中で多少の戸

別補償制度の見直しがなされたとしても、農業が成り立つものではありません。さらに、

北海道経済にかかわる商工、林業、あらゆる業種に大きな打撃を与えることとなり、当別

町にとってもはかり知れない影響があるものと思います。事前に何の説明もなく、対処策

も示さず、ある日突然降ってわいたような一方的な政府のあり方には断固反対であります。

当別町においては、去る11月の29日に臨時議会を開き、反対の決議がなされ、農、商、工

業一体となっての反対の意見書を道議会に提出し、さらに道内選出の国会議員の方々にも

上京して要請をしているところでございますけれども、政府は協定を結ぼうとしているこ

とに対して町長は今どのように感じておられるのでしょうか、お伺いをいたします。

当別町の農業に関しては、おおよその説明はいただいておりますけれども、農業以外に

どのような影響が当別町にあると考えておられるのかお伺いをいたします。

また、町民の方々の考え方は賛否、理解度はそれぞれまちまちだと思いますが、今の段

階では当別町民の半分ぐらいが賛成ではないかと、そういう声も聞かれております。町長

は、町民の意識をどのようにとらえているのでしょうか、お伺いをいたします。

北海道は、食料自給率が200％だと言われ、さらに伸びていきたいという思いの農業者

や176の市町村のほとんどが不安で頭を悩ませているところだと思います。当別町の基幹

産業が崩壊することは、自治体としての当別町がなくなってしまうのではないかと思うほ

どですが、このような国政のあり方も含め、今後の当別町が将来どのようになっていくと

感じておられるのかお伺いをいたします。
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以上、質問を終わります。

〇議長（竹田和雄君） 答弁調整のため、５分間休憩いたします。

休憩 午前１０時０９分

再開 午前１０時１８分

〇議長（竹田和雄君） 再開いたします。

臼杵君の質問に対する町長の答弁を求めます。

町長。

〇町長（泉 俊彦君） 臼杵議員さんの一般質問にお答えいたします。

最初に、行財政運営に関する質問でございますが、本町では歳入全体に占める税収の割

合が20％程度という自主財源が非常に乏しい、そういうことは議員さんもご承知だと思い

ますけれども、そういう中、三位一体改革によりまして大幅な地方交付税の減額というこ

とになったわけで、さらに国の経済対策で実施した建設事業の公債費負担の増嵩によりま

して、財政状況が極めて深刻な状況になったわけでございまして、そういうことに対処す

るため、当別町では行財政のシステムの再構築プランを策定しまして、事務事業をすべて

見直しをして、人件費の大幅な削減をいたしまして、これはもう本当に大幅な削減をした

わけでありまして、収支の不足額、当時どうしても合併もできないし、このままでは交付

税が減る、財源も減る、22億8,000万円足りないぞということで議会でも皆さんと一緒に

嘆いたわけであります。さあ、どうするということで、それで懸命な努力をして計画をつ

くって、その結果、介護保険制度の運営、それから少子高齢化社会への対応、こういうこ

とはほうっておけませんから、それから基幹産業の農業の推進、それから自主的な、主体

的な地域づくりのための政策課題、財政の健全化を着実に実行してきたわけであります。

特に今質問がありました15年度から８年間で、それでは相当職員費などを切ったという

けれども、一体どれだけ切ったのだというご発言をいただきましたけれども、この人件費

の削減では石狩管内では相当驚く内容でやりました。やらざるを得なかったということで

ございまして、特別職や職員の給与、それから行財政の再構築プラン、財政運営計画に基

づきまして財政の健全化を図りながら削減を実施してきたのでありますが、当初私なんか

は本俸だけでいいよと、期末手当は要らないよと、実は副町長と相対でありましたけれど

も、そういうことを本気で話したわけであります。しかし、町長の報酬が全くゼロという

わけには法律上いかないと同じように、期末手当についても一円も持たないというわけに

はいかないというようないろいろ議論を随分したわけでありますけれども、そういうこと

で町長の期末手当を20％から70％削減をいたして、また職員のほうについても人事院勧告

に基づきまして８年間で給与を1.7％、それから手当は15％削減、そのほかに、つまり当

別町独自のものとして年度によって削減率が違いましたけれども、例えば期末、勤勉手当
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などは最大55％、少なくても８％、そういうようなことで管理職手当も最大38％、少なく

ても17％、そういうふうに削減をしまして、行財政再構築をつくった平成15年から22年、

ことしまでの８年間で職員費は実に５億2,834万4,000円を削減したところでございます。

この中で町長については、８年間で1,423万5,375円削減をいたしております。町民の皆さ

んにご理解をいただいて協力をしていただくことによりまして、現在の当別町における協

働のまちづくりにこれが生かされているというふうに私は思っております。削減したこと

がどういうことかというお尋ねでございましたから、職員費、大体いいときは20億ぐらい

あって、今はもう16億台ですけれども、この８年間で５億以上の人件費を削減したことに

よって町民の皆さんも協働のまちづくりに一生懸命取り組んでいただけた成果が出たとい

うふうに考えております。

もちろんこの陰には臨時職員、非常勤職員などのこともございますが、ご質問の交付税

の特別枠加算の件でございますけれども、これは３年間そういうふうに約束されておった

のでありますが、三位一体改革で削減された地方交付税が復元されるようになったという

ふうに思っていたのでありますけれども、地域経済の活性化、それから元気な日本の復活

を図る観点から、国の一般会計により特別加算として１兆4,850億円、平成22年度も同様

に行うというものでありましたけれども、この枠の加算の廃止された場合、来年度廃止さ

れるというようなことになりますと、本町への影響というのは5,400万ほど、この特別枠

がなくなるだけでも当別町としては5,400万ほどの影響があるというふうに推計しており

ます。町内の経済が極めて今疲弊している現状の中で、税収の伸びが非常に見込めません

ので、さらに財政運営計画で収支不足額15億円の削減に取り組んでいる現状でありますの

で、影響が極めて大きいと。交付税額の確保とともに国の動向を今注目しているところで

ありますが、私は最近北海道町村会、あるいは町村会長、あるいは全国の親しい町長など

と携帯電話、電話料金、余計なことですけれども、２万円近くかかるほど情報交換してお

ります。そういう中でございますけれども、臼杵議員さんの質問を受けてゆうべも長くい

ろいろな識者と話をしましたけれども、極めて厳しい状況に今置かれているという認識に

立っております。

次に、23年度の財政運営について、それではそれほど厳しい中で来年どうするかという

お尋ねだと思いますが、本町は17年度から積極的に財政の健全化に取り組んできた結果、

ピーク時で最大197億円あった町債残高が23年度末、来年度末では148億円台になる見込み

でございまして、21年度決算で実質の公債費比率は21.6％、それから将来の負担比率、こ

れが250以上あったと思いますけれども、205.1％、健全化判断の比率でございまして、23

年度の実質公債費比率は18.7、21年が21.6で、23年は18.7％を見込んでおりまして、将来

負担比率も205から190.6％ぐらいになる見込みでございます。当別町の財政運営計画に基

づきまして、財政の健全化は着々と進んでおると思いますが、一言申し上げたいのは、21

年の町長選挙のとき、大方の皆さんが議会と議員の皆さんがよく町の行財政計画に協力し

たと、町長もよくかじ取りをしたという評価があった一方、町長選のときはどこからかは
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わかりませんが、あれは基金を崩しただけだというようなことをまことしやかに町内に流

布して、今もなおそういうふうに流布されているやに私は聞いておりますけれども、これ

は今ご説明申し上げましたとおり、あった基金を取り崩して借金を払ったなんていう、そ

ういうごまかしやそういう数字ではなく、これは議会の皆さんが決算委員会なんかできっ

ちりと確認していることですから、ややもすると監査委員さんまでが誹謗中傷されるとき

でございますので、ぜひこのことについても詳しく町民に周知徹底していかなければなら

ないと私は思っておりますので、この際臼杵議員さんの質問に一層丁重にお答えをさせて

いただきたいと思っております。

また、23年度の予算編成に関してでございますが、財政運営計画、それから政策評価な

どに基づきまして退職者不補充、いわゆる退職されたら普通はこういう役場は、当別町の

役場の職員も人口1,000人当たりに比べてどんどん非常に少なくなってきておりまして、

これは統計上でももう臼杵議員さんおわかりだと思います。極めて少ない人数になってお

ります。そういうことで、それはやっぱり労働基準の問題もありますから、非常勤の職員

だとか臨時職員をもって充ててはおりますが、これとてもやっぱりただで働いてもらうわ

けではなくて、交通費だとか社会保険料だとか、あるいはまた旅費、必要によって出張し

なければならないとか、そういう場合についてはそういうものも公務員ですから、非常勤

といえども、臨時といえども公務員ですから、義務がありますから、守秘義務とかいろい

ろ、地位が違うだけで立場は全く同じであって、そういうこともわきまえましてやっぱり

一定の人件費はかかるのでありますけれども、それにしても退職者の不補充によりまして

人件費を抑制しながら内部管理費、さらに内部のペーパー１枚、パソコンの使用の度合い

とか、いろんなことについていろいろと見直しをかけながら、後年度の負担を求めること

について地方債を財源として公共事業の見直しを進めまして、河川や道路補修費、あるい

は施設の維持管理などについて、そういうものについてはやっぱり町民生活に安心と一定

の安全を保障していかなければなりませんので、こういうことについてはもうすべて一切

やめたということではなくて、やっぱりその時期は終わりましたので、ある程度は計画的

に実施していかなければならないと。しかし、経済不況の折から住民の負担増は避けなけ

ればならないということを考えますと、この特別交付税の枠が減ると23年度やれることは、

やはりここへきて期末手当、私が当初町長の期末手当はゼロでもいいと申し上げたように、

期末手当の大幅な削減、これは議員さんも恐縮ですけれども一緒にやってもらう。それか

ら、町長交際費、最大800万から900万、前任者、その前そのくらいありました。今は100

万そこそこでありますけれども、この交際費もゼロにしなければならないと。あるいは、

ようやくことし復活させていただいて、いろいろ勉強していただきました議会の政務調査

費もゼロにしなければならないと。あるいは、議会費の例えば議会の職員を減らすとか、

あるいはまた議会だよりなんかについてもアンケートの結果を見ながらページ数を減らし

ていくとか、あるいは全廃するとか、そういうこと全部合わせても大体3,352万くらいで

ございますので、それだけではひょっとすると足りないかもしれません。もし交付税の加
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算が全くつかないという場合は、これだけでは間に合わないかもしれませんけれども、最

低限そういうようなことは今考えの中に入れていかなければならないという状況であるこ

とをお答え申し上げます。

次に、ＴＰＰの問題についてでございますが、議員も先ほどおっしゃっていましたけれ

ども、11月29日に当別町は臨時議会で政府の国際貿易交渉指針策定に関する請願書という

ものを採択したわけでございまして、その要とするところは２つありまして、国内の農業、

農村の振興及び地方経済振興にかかわる対応をすることと、しっかり振興にかかわる対応

をしてほしいということについては、これはもう全く同感であります。ただ、２つ目の関

税撤廃ありきのＴＰＰ交渉への参加はしないことというふうにこの請願は満場で採択され

たわけでありますが、北海道あるいは全国町村長大会などで決めていることはＴＰＰに参

加するなというようなことではなくて、国が世界と国を広げて貿易をしていくということ

について、それは必ずしも悪いことではないと。今までも国はＥＰＡ、これだって関税が

あるわけですから、経済の連携協定を結んでいる国によっては我が国もやっているわけで

すから、そういうことでありますから、そういうことに一概に国が貿易を自由にするとい

うことについては反対するものではないと。しかしながら、今回急に言われるＴＰＰとい

うのは、相手の国が大変な農業大国であるアメリカ、カナダ、オーストラリア、そういう

国と全くすべて自由に関税なしにしてしまうというような提携については、これは政府が

両立できると、自由経済にするということと国内の農業をきちっと守るということとを両

立するというふうに言って、これに取り組むと言っているけれども、それはどうしても信

用できない。だから、明確にＴＰＰに反対すると、こういうふうに言っているわけであり

ます。うちの町で決めたことは、会議に行くなということです。我々は、反対するという

ことです。会議に行ってもいいから、反対してきなさいということです。そういうことで、

ＴＰＰに後から参加するというわけにいきませんから、後から行って物を言えるわけでな

いですから、最初から行ってこれは反対だということを言うべきだと、そこが違うわけで

す。ですから、ただ議会のほうでは町民の、住民の要請を法律に基づいて議決したことは、

それは正しいと思います。そして、議会のほうで議長、副議長、議運の委員長さんが行動

されたことは全く正しいと思っております。ただ、私たちは、そういうふうに全国の町村

会と態度を合わせていることは、これは怒りが少ないということではなくて、より効果的

な活動を、議会のほうでやってもらっていることをさらに応援できる、そういう行動をし

ようということでございますから、町長がなぜ行かないのだとか、そういうことは当たら

ない批判でございますので、その点のことについて、まずご理解をいただいておかなけれ

ばならないと思います。

今政府は、日本の農業をちゃんと守ると、どういうふうに守るのだと、内閣総理大臣は

規模を拡大するのだと、農地法を改正して拡大するのだとおっしゃっていますけれども、

農地法はもう既に改正しておりますし、規模拡大というのはどういうつもりで総理が言っ

たのか、今マスコミや識者の中、あるいは議会の中で、国会の中で大変な批判を受けてい
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るのはこういうことであります。既に我が国はＥＵよりも経営の規模において１戸当たり

の面積は大きいですよ、総理。もう面積は日本は小さくないのですよと言っているのです、

農家１戸当たり。それから、牛、これは外国から来た牛ですけれども、アメリカなんかよ

り１戸当たり牛を飼っている、飼育している農家は頭数が多いのです。現に私は北海道農

業開発公社の監事として全道をくまなく監査して歩いておりますが、どこの農家に行って

も300頭、500頭、夫婦２人で、そういう酪農家が相当多いわけでありまして、全部ロボッ

トで搾乳しているわけであり、しかもえさも自賄いで、えさをつくる工場を自分たちでつ

くっているわけです、缶詰工場みたいなものを。膨大な債務を背負ってそういうことをや

って、今や日本の農家も、北海道の農家はＥＵよりも大きい、アメリカよりも大きい酪農

の規模になっているということを総理閣下はご存じないのだと思うのです。ですから、大

方の批判を、批判というよりも、そういう人の指導ですから、不安を持っているわけです。

政府が国際社会がどんどん、どんどん経済の連携をしていく中で日本だけが取り残されて

いくということについて懸念されているのは、危機感を持っているのは、それはわかるの

ですけれども、だから貿易自由化するのだ、そのために一番打撃を受けるのは日本の中で

は農業だということも総理は知っているわけです。だから、規模拡大するのだと。そこの

ところの認識が余りにも違い過ぎるので、これは恐らく政府与党の方々でも失笑している

人が半分はいるというふうに私は聞いています、見ているわけではありませんけれども。

そういうことの中でございますので、ぜひそういう場合はただ役場の中で反対だという声

を出すだけでなくて行動しなければならないというふうに思っております。

自給率につきましてもこのままいくと、同じ内閣が、前の内閣でなくて今の内閣が食料

の自給率を50％にすると言ったばかりですけれども、このままでは農林省の積算で、私が

積算できるものではありませんけれども、驚くなかれ13％に下がってしまうということで

すから、全く産業という形でなくなってしまうわけでございまして、そういうことについ

てやっぱり大きな危機感を持ってもらわなければならないし、農業の北海道でさえ影響額

は大体550億円くらいになるというふうに、日本全体で農業は４兆5,000億ぐらいこれによ

って影響が起きるということで、北海道も5,500億ぐらい影響が出るということで、日本

全体の国のＧＤＰ、これによる国内の総生産が大体８兆4,000億ぐらい影響するというふ

うに言われている中で、北海道も経済のほうでは２兆1,000億ぐらいは影響出るというふ

うに北海道が試算しているわけでありまして、これは道の、あるいは国の試算であります

けれども、我々は当別町の試算をしておりますけれども、当別町では例えば18年度なんか

では農業の産出額は68億9,000万、大体69億ぐらいあったわけでありますけれども、これ

が米、麦だけで計算しましても大体40億以上は影響を受けるだろうと。ですから、69億ぐ

らいあったものが大体28億ぐらいになってしまうと。こうなりますと、当別の基幹産業が

半分以下になるという状態になると、当別の経済がどうなるかは、これはもう火を見るよ

り明らかなことでございまして、ですから私は大変失礼ですけれども、議会の皆さんより

も早い段階から国や道の動向をわきまえておりましたので、これは農協さんが議会に要請
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書を持ってきたり、町長のところへ要請書を持ってくるということではだめなのだと。一

般町民、なかんずく商工会がヘッドになって動いてくるのでないとだめだというふうに、

要請を持ってきてくださったときにも私の考えを強く述べさせていただいたのはそこにあ

るわけであります。農業で４兆、経済全体が国でその３倍、北海道においても10倍ぐらい

影響があるという、そういうようなことでございますから、当別もやっぱり業界の人が真

剣にならないとだめだというのを私は全国の町村長の意見交換の中で感じたことと、また

東京のタクシーの運転手さんが私の知り合いの友人の町長に、ＴＰＰって、あれ農協さん

のことでしょうと、農協はお金あるからねと言っていたということで苦笑していたのです、

町長さんが。しかし、それは世相をよく反映していることでないかと思って私は聞きとめ

ていました。大体ＴＰＰというと農協の問題だ、農家の問題だと国民の大多数がとってい

る。そういうようなことでございますから、何とか農協が、あるいは団体の中でも80歳、

90歳になられる方が動くことも大事なことだし、そういう方の知恵は大切なのですけれど

も、何よりも現場で農耕に携わっている若い農業者の人が本当にくわを振り上げるぐらい

のそういう動きになっていくことが望ましいのでないかと思っていたわけでございます。

そういうようなことで北海道では北海道市長会とか、あるいは北海道経済連合会、商工

会、商工連合会、そういう方が上になって、そしてその後ろに農業協同組合中央会だとか

農業団体、消費者だとかいろいろな団体が18団体でＴＰＰについて国に向かって要請運動

をしているのでございますけれども、繰り返しますが、ＴＰＰの問題についてはどうして

もまだ当別でも農家の一部の人、あるいは商工会の一部の方を除いて一般町民の方には家

庭に入ってみてこれは本当に大変なことだというふうに思っている人はまだまだ少ないの

でないかと思います。そこで、臼杵議員さんは、町長はどうするのだとおっしゃいました

けれども、私はこの議会の議員協議会の中で議員の皆さんに全国町村会でレクチャー、研

修、そういう知識を全部皆さんにお伝えさせていただきましたし、またそこでも議員と農

家だけではだめだと思うから、商工の皆さんにわかってもらうようにしていただきたいと

申し上げましたところ、すぐ議長さんのほうで商工会の会館をお借りして商工会中心であ

のような説明会を開いて議長みずからお話を、全国に要請文を報告に行ってきたときの経

過を報告し、そして私にも少し話をせいというお話をいただいて、あのとき私は40分ぐら

いは話をさせて、150人くらいはいたと思いますが、感想としては商工会の会長をやられ

たようなＯＢの方も議長や町長の話を聞いて初めて詳しくわかったというお言葉をいただ

いて、私はやってよかったなと思っているのでありまして、そういうことで私はもうそう

いう観点でそういう動きをしておりますので、願わくばきょうご質問いただいている臼杵

議員さんご自身がやっぱりご自分の持つ後援会とか、あるいは農村地域の方々にお集まり

いただいて大変なことなのだよということをぜひ説明をしていただく、それが模範となっ

てほかの議員さんにもそういう動きになっていくと。17人の議員さんがそういう動きをす

るということになると、町長や議長が１回や２回説明をしたということ以上の相当の効果

が出て、当別全体としてやっぱり危機意識が持てて大功になる。



- 34 -

それが今国は、総理はここにきてどうしてもやろうとしているだろうと。総理は、今ま

でいろいろな先進的なご発言をされては批判を受けて逡巡する面が間々ありまして、これ

をぶれているとかいう評価をする人もいますけれども、私は再考することも決して悪いこ

とでないという、そういう見方でずっときていましたけれども、これも再考していただけ

ればいいと思っておりますが、どうやらこれは本気でいくのでないかというふうに私は思

っています。それは、世の中が総理の指導力を今求めておりますから、菅総理もやっぱり

一国の総理になられた方ですから、ここは外国との関係もありますから、進んでしまうだ

ろうと思います。そのためには、例えば国会解散をしてでも、小泉さんのように郵政のた

めには解散をすると。それは、やっぱり国会議員の中でも全党通じて大体与野党半々、国

際的に貿易を自由に広めるのは悪いことでないと、町村会が言っているように、そういう

認識を持って真っ向反対というのではないということになると、企業の法人税５％削減し

たということ、これはその布石でないかと、企業を味方につけようという動きであろうと、

そういうふうに言っている声に私もうなずけるのであります。そういうことを考えると、

臼杵議員さんと私が大変だという話をしているだけではなくて、うちの町の１万人以上の

有権者の皆様方にぜひこのことをしっかり認識してもらうためには、先ほど申し上げまし

たように、議員さん自身がやっぱり議員活動、地域活動をしていただく、そういうことの

応援には農業委員会の職員やら農政部の職員も政治運動でなければ幾らでも参加できます

し、少なくとも新活性化センターの職員なんかはいろいろなことで応援ができると、お手

伝いができるというふうに思いますので、そういう活動をしていただきたいものだという

ふうに思う次第でございます。

私がなぜ今そのようなことを臼杵議員さんにお願いしたかというと、一般町民の間では

議員の数が多過ぎるとか、議員は何もしないとかいう批判が時々あるのを私も聞くのであ

ります。この私だけが報酬が多過ぎるとか、あれだ、これだと言われているのではなくて、

議員さんに対してもそういう声があるのを私は間々聞くわけでありまして、当別町はかつ

ては小中学校合わせて学校にしても15以上学校があった時代があります。私の議員になり

たてのころはそうでありました。また、道路も400キロメートルからあります。がたがた

の道路があったり、除雪もできない道路があったり、河川も町の河川だけでも50以上あり

ます。そのほかに原始河川もあります。そういう状況の中で荒れたり、壊れたりすること

があって、学校なんかもトイレのガラスが割れたり、詰まったり、図書が足りなかったり、

オルガンが壊れたり、いろいろなことがあったわけであり、地域の住民の施設の整備に対

する要望は山ほどありましたから、それぞれの地域の要望をそれぞれの地区におられる議

員さんはその住民の要望にこたえるために予算を確保しなければならないと考えまして東

奔西走した、そういうことがありまして、それがつまり議員活動を活発にしてきたわけで

ありまして、また何人かの方がそういう活動をそれぞれやっておりますと、ほかの議員さ

んもやっぱりそれに連動して、26人いた議員さんがみんな一生懸命駆けずり回っていたと、

それでもなお対応し切れないという、そういうふうに動いていたわけでありますが、最近
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は地方自治体の財政が今るる申し上げてきましたように大変な財政難に陥ってしまったの

で、何を言われてもお金がないということの一言にいつも立ちはだかられて議員さん方も

力をなくしてしまう、したがって動いても意味がないというふうになってきた、そういう

ことが続いてきて、これは決して議会や議員さんの責任でないと私は思っているのであり

ます。それを従来の昔のような感覚で議員が何もしてくれないとか、何もやってくれない

とかという評価を下しているというわけでございますから、私はここは町と議会とは住民

に対していろいろな意味でただその場の対策を考える、話し合っているというだけではな

くて、きょうのようなこういう政策についてしっかりと議論しているよと、そういうこと

をやっぱりご理解していただかねばならないというふうに思っております。

私が町長に出たときに、それぞれ対立候補がいろいろな意見を言うわけで、それは自由

だと思います。しかし、私から考えてちょっと違うなということがありました。そういう

場合もやっぱりもっと自分が町長としていろいろ発信しておけば、常識外れたような話に

も指摘されなかったな、言われなかったなと思っておりましたから、町長に当選したとき、

これからはもっといろいろ説明責任を果たしていきますというごあいさつをしたのを今も

覚えております、確実に。ですから、今のような状態で議会が何もしてくれない、議員が

何もしてくれないということは、やっぱり私に責任も随分あると思っていますから、やっ

ぱりこういうことを、道路や橋の予算がついたという議論でなくて、きのう１日で12月の

補正予算がさっと終わってしまったようなことは、これは広まりようもないし、議論は委

員会でももう既に終わっていることですから、本会議でほとんど議論ないのは当たり前で、

それを議会が何もしていないというふうに言われることは、やっぱり議員さんに気の毒だ、

申しわけないと思うと同時に、町政に対する認識がだんだん薄らいでいくと思いますから、

私としてはできるだけ、町の広報など非常に読んでもらう確率が高い、140年の記事なん

かは随分読んでくれたことと思いますので、やっぱり町広報で議会の要点くらいは、概要

ぐらいはお知らせする、そしてもっと詳しくは議会だより、どの議員さんがどんな質問を

したかというようなこと、そういうことをしっかり議会だよりをお読みくださいというよ

うなことを付して広報にも今後は書くべきだということを職員に指示をしておるところで

ございます。したがいまして、今臼杵議員さんが質問いただいたような重要なことについ

ては、ＴＰＰについて議会で政策議論があったとか、そういうようなことを見出しだけで

も出すとか、そういうことをしていきたいと思っておりますので、ぜひ議会で政策議論し

ただけかと、その後何もしないなと言われないように、先ほど申し上げたように、議員活

動とか地域活動でいろいろなことをしていただけると非常に町民の力が、結局は今、国会

で半々だとか言われている、あるいは国論が２つに割れているというようなことについて

大きな力になっていく、そしてもし解散なんていうことになったら、本当の民意がきちっ

と反映されていく結果になるのでないかと思いますので、当別町の議会は140年続いたこ

の町らしく、北海道で町としては少なくとも５本の指に入るほど古い伝統、そしてかつて

は私たちの先輩で当別の議会は北海道の議会の中でも一番なのだと胸を張っていた歴代の
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議長さんがおられました。先般もうお亡くなりになられて、勲五等までいただいた方がた

くさんおられます、当別には。そういう議会らしく議会活動が町民に尊敬されるような、

そういう活動になるためにも、ただ本会議の一般質問ということだけでなくて議会活動、

そして議会の広報のあり方についてもできれば町広報と連携をするような形でいろいろと

研さんをしていくべきでないかというふうに思う次第でございます。

大変長くなって非常に申しわけないのですけれども、もう一つ失念しておったことがご

ざいますので、実は関税をなくすのが何が悪いと思われる人がいっぱいいると思うのであ

りますけれども、そのことについてどうしても答弁させていただきたいと思います。臼杵

議員さんはもう十分ご存じだと思いますが、日本では農産物でも何でも輸入する場合は関

税がかかるわけでありますが、この関税をかけるのは経済団体が外国から例えば米や麦を

入れてきた場合、米１キロについて関税は341円かかりますから、１俵に換算すると、米

を入れてきた場合どんな米を入れてきても２万460円、関税率778％、米１俵入れてきたら

２万円以上の関税がかかって、だから日本で１万3,000円か4,000円で買えるのですから、

やすやすと入れてこれない歯どめになっていました。麦についても１キロ当たり55円、麦

１俵にすると3,300円関税がかかる、こういう形になっておりました。ですから、簡単に

麦が、外国の麦はいっぱい日本よりいい麦があるとか、パンにいいとかいうことが言われ

ますから、入れたいのでしょうけれども、そういう形になって税金がかかっておりました

けれども、これは貿易関係の人が入れる場合の関税でありまして、これとは違って政府が

必要に迫られてどうしても入れなければならない政府間取引というのがあります。政府が

政府から入れる場合、そういうものは関税と言わないでマークアップと言うのであります。

これは、ほとんど日ごろは聞かない言葉でないかと思いますので、ぜひ住民説明会などで

臼杵議員さんから説明していただきたいと思いますけれども、民間が入れる場合は２万円

の関税ですけれども、政府が入れる場合は１万7,520円マークアップ、それから麦につい

ては大体3,300円ぐらいで入れるのでございますけれども、そういうのは安く入れてきて

国内で売る、例えば米なんかについては3,000円くらいで入れてきて２万円余りで売ると、

差額が１万7,500円ありますから、その差額の分を政府が吸い上げるということです、マ

ークアップとして。それで政府が売るということです。そういうことでその政府で得たお

金は、例えば平成20年くらいですと、大体251億ぐらいそれでも取引しておったのです。

それだけあったのです。それをどういうふうに使っていたかというと、それを国内の農業

の例えば経営所得安定対策、農業が外国からどんどん入ってこられたら参ってしまいます

ので、これによって近代化しなさい、効率化しなさいということで外国から得たお金を自

国の基幹産業を強化するために使っていたのです。この財源をどうするのですかと言って

いるのです。政府の閣議決定によると、これをどうやら消費者にお願いするという意味の

ことも書いてあります、私は明確に持っていますから。つい二、三日前のある政党の会の

中でもそのことを言われました。私は、そこまではお尋ねしないようにしたのですけれど

も、それを総理は本当にするのですか、消費者から取れるのですか、１俵当たり１万7,00
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0円も取れるのですか、あるいは自動車を売ったほうのお金でそれをきちっと補うのです

か、それを先にはっきりすれば日本の農業者もそんなに反対はしないでしょうし、それに

してもこれはただ関税をかけるということだけでなくて、食糧の安全の問題だとか、いろ

いろな国境の障壁の問題がありますから、これはまた次の機会にさせていただきたいと思

いますけれども、そういう問題でマークアップ、関税の使い方、こういう今まですべて国

内農業を強化するために使っていたものをこれからどうするのですか、どうしてくれるの

ですか、本当に消費者が払ってくれるのですか、あるいは他の貿易でもうけた人たちが払

ってくれるのですかということについて明確なことを、臼杵議員さんが支持する国会議員

の先生もいらっしゃるでしょうから、わざわざ町長に行ってこいとか、議長に紙持ってい

けということでなくて、議員として確たる行動をとっていただいたほうが私はずっと効果

的でないかと。臼杵議員さんであれば、そういうことが非常に精力的にできるのでないか

というふうに思っておるところでございますので、以上申し上げさせていただきまして答

弁といたします。

〇議長（竹田和雄君） 以上で臼杵君の質問を打ち切らせていただきます。

次に、通告２番、稲村君の質問であります。

稲村君。

〇２番（稲村勝俊君） 議長のお許しをいただきましたので、通告に従いまして、一般質

問を行いたいと思います。

消防広域行政の推進などについてお伺いいたします。市町村消防は、火災や災害などか

ら住民からの生命、身体、財産を守るとともに被害を最小限度に抑えるなど、私たちの暮

らす地域の安心、安全のため大切な任務を果たされています。消防機関、関係の皆様には

敬意を表するところでございます。多様化、大規模化する災害、事故や建物の高度化、複

雑化に加え、少子高齢化の進展に伴う救急ニーズの高まりなど、消防を取り巻く環境の変

化に的確に対応し、住民の生命、身体、財産を保護するといった消防の責務を果たすため

には消防のさらなる広域化が喫緊の課題との考えから、平成18年に消防組織法の一部が改

正され、道においては平成20年３月に自主的な市町村の消防の広域化の推進及び広域化後

の消防の円滑な運営の確保などに関する北海道消防広域化推進計画を策定しました。計画

策定後地域議論による望ましい組み合わせが地域の意向を尊重され、札幌圏の組み合わせ

が変更されました。石狩北部地区消防事務組合における札幌圏の消防広域化推進計画の検

討経過については、所管の委員会でも報告されておりますが、消防無線のデジタル化、通

信指令システムの整備、更新期など、財政負担に対する費用対効果の面についても課題が

あると認識をしています。第５次総合計画の中でも示されています北海道消防広域化推進

計画に基づく消防広域化の検討状況、経緯について、また今後の方向性についてお伺いを

いたします。

次に、第５次総合計画の中で、近年我が国において地震や異常気象などにより深刻な被

害が発生していることから、防災への考え方が改めて問われていること、複雑多様化する
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火災や災害に迅速に対応することが必要であり、特に地震や異常気象などによる大規模災

害への対応のため、地域での防災力の向上、とりわけ消防団の充実強化、活性化が求めら

れており、ふだんからの準備と事態が発生したときの速やかな対応など、地域における取

り組みや心構えの重要性について示され、最近の社会は情報化、スピード化、広域化、都

市化など環境が大きく変化し、家族同士や地域の人々の会話も少なくなっており、自己中

心的で道徳心や規範意識が希薄化した人がふえ、犯罪情勢の悪化に拍車をかけている状況

と説明されています。一般的に考えられるこのような状況に加え、住民の減少、少子高齢

化、世代交代による担い手世代への社会的負担の集中など、さまざまな社会情勢から消防

団員の確保に苦慮されていると考えています。団員の確保につきましては、石狩北部消防

事務組合の消防組織、各分団、消防団が主体的に取り組んでいると考えますが、事務組合

の構成市町村であります当別町でも当別消防団員の確保について助言など側面からのバッ

クアップが考えられないか、消防団員の確保に向けた取り組みについてお伺いをいたしま

す。消防団員の定員の維持を図り、消防団組織の維持を保つことで地域防災の万全な対策

の一助になると考え、質問といたします。

次に、当別町生活排水処理基本計画についてお伺いをいたします。平成11年度に当別町

第４次総合計画が10年間の計画として策定され、その中で公共下水道を初めとした生活基

盤の整備拡充や下水道区域外の地域のし尿、雑排水対策等の環境衛生の充実が示され、平

成13年に長期的、総合的な視点に立って当別町生活排水処理基本計画が策定され、現在も

報告書に沿った基本方針と考えますが、昨年度策定されました上位計画、当別町第５次総

合計画、厚生労働省通知、廃棄物の処理及び清掃に関する法律の中で基本計画は目標年次

をおおむね10年から15年先に置いて、おおむね５年ごとに改定するとともに、計画策定の

前提となっている諸条件に大きな変動があった場合には見直しを行うことが適当であるこ

ともあり、人口減少、急激な少子高齢化の進行、国、地方自治体の厳しい財政状況、急激

な社会情勢の変化などを考慮し、持続可能で快適な生活環境づくりを目指した当別町生活

排水処理基本計画の見直し、策定についてお伺いをいたします。

次に、本年度第１回定例会一般質問において個別排水処理施設整備事業、あるいは個人

設置浄化槽整備事業の取り組みの方向を示されました。ただ、財政状況の勘案ということ

も入っておりまして、先ほどの臼杵議員の質問の中で今後の財政状況の国の交付税の関係

の話などもありまして、非常に厳しいという状況であるということは、先ほど答弁の中で

話されたことも非常に厳しい状況にあるのかなというふうに感じました。基本計画策定当

時、下水道その他合計汚水処理人口普及率約80％、目標は100％、平成21年度汚水処理人

口普及率86.8％、個別排水処理施設整備事業に取り組みますと、公共水域の汚濁防止、水

洗化による生活改善が期待され、汚水処理人口普及率が上がります。当別町のし尿、浄化

槽汚泥は、北石狩衛生施設組合解散後の石狩市運営の北石狩衛生センターに委託し、し尿

処理施設で処理をされています。し尿処理施設は、昭和50年に供用開始され、約35年が経

過し、施設の老朽化が進んでいます。石狩市におきましても、個別排水処理施設整備事業
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等により浄化槽汚泥量の増加とし尿量減少の進行を見込んでいます。し尿処理施設は、も

ともと主にし尿の処理を目的に設計されていますので、現状程度の浄化槽汚泥は処理可能

ですが、今後浄化槽汚泥量の増加に対して処理に支障が生じる可能性があり、し尿処理施

設の更新計画について今後検討する必要があると考えられると公表されています。合併浄

化槽による個別排水処理施設整備事業の取り組みに伴うし尿、浄化槽汚泥処理の今後のあ

り方についての検討について伺います。

次に、一般廃棄物の委託処理を初め、石狩市との連携が大切と考えますが、本年８月23

日の産業建設常任委員会行政視察で今金町の合併処理浄化槽施設整備事業と汚水処理施設

共同整備事業を視察いたしました。また、11月16日に行いました会派清流政務調査の中で

伊達市の伊達市下水道中期ビジョン、汚水処理施設共同整備事業について調査、研修をい

たしました。今金町では、せたな町と共同運営されていたし尿処理場でし尿、浄化槽汚泥

を処理していましたが、下水道整備が進む中でし尿量が減少し、処理単価が上昇傾向にあ

り、またし尿処理場の老朽化が著しく、大規模な改築更新に多額の費用が想定され、汚水

処理全般の効率化を図るため、既存の下水処理場に付加価値をつけ、下水道、し尿、浄化

槽汚泥の処理を一元化することへの可能性について検討を行い、その結果し尿及び浄化槽

汚泥は下水道の終末処理場へ投入し、下水道と共同で処理を行う汚水処理施設共同整備事

業により施設整備を行うことが最も合理的であるとの結論になり、事業の整備を進め、22

年供用開始となりました。伊達市につきましても、し尿処理施設の老朽化、下水道施設の

普及に伴うし尿の処理量減少から処理単価の上昇による財政的な負担が課題となり、今後

のし尿処理のあり方についての検討委員会を平成14年に設け、２カ年にわたり検討を重ね、

７ケース案についてまとめ、その結果当該地域１市３町のし尿と浄化槽汚泥は規模の大き

な伊達終末処理場へ搬入し、下水との一元処理を図ることが最も合理的と判断され、整備

事業を進め、平成21年に供用開始をしています。各研修市町が選択した汚水処理施設共同

整備事業、ＭＩＣＳ事業は生活排水処理に関する公共下水道、農業集落排水事業、合併浄

化槽事業などの汚水処理施設の共通した処理工程を共有化、共同化して整備することによ

って効率的な整備の場合、一定の採択条件が満たされると下水道事業として整備できる汚

水処理施設共同整備事業は、平成７年度から国庫補助事業として実施されています。共同

水質検査施設、移動式汚泥処理、汚泥運搬施設、共同汚泥処理処分施設、その他共同で施

設を利用するための施設整備が示されております。事業の採択条件としては、当該事業が

対象とする処理人口及び処理水量の２分の１以上を下水道事業が対象としている地域とし

ているとされています。下水道事業などの普及によりくみ取りし尿が減少し、浄化槽汚泥

は増加をすることとなります。この事業の採択により、し尿や浄化槽汚泥も下水処理場で

の一括共同処理が可能となり、経済性の向上と効率的な維持管理が期待できます。また、

複数の処理施設を下水処理場で一括管理する施設整備も可能となります。全道におきまし

ても平成７年より18市町村が採択されているようです。市町村の選択の中には、生ごみの

共同処理、下水汚泥を脱水乾燥処理後、土地改良材等の利用、伊達市も取り組んでいまし
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た混合処理時に発生するバイオガスの利用の付加価値施設などの選択事例もあります。当

別町のし尿、浄化槽汚泥は石狩市に委託処理され、北石狩衛生センターのし尿処理場の運

営費7,200万円のうち、収集実績から当別町では2,000万円くらいと伺っています。石狩市

は、現在北石狩衛生センターの運営検討がされ、一般廃棄物処理基本計画の策定作業に入

っていますが、し尿処理施設の今後のあり方についても検討されると考えます。汚水処理

施設共同整備事業は、検討から供用開始まで長期間を要することが想定されます。今後の

石狩市との協議、連携の中で当別町終末処理場などを活用した汚水処理施設共同整備事業

について、伊達市、今金町など多くの先行事例がありますので、参考にしていただくよう

要望いたしまして質問とします。

〇議長（竹田和雄君） 答弁調整のため、５分間休憩いたします。

休憩 午前１１時２５分

再開 午前１１時３３分

〇議長（竹田和雄君） 再開いたします。

稲村君の質問に対する町長の答弁を求めます。

町長。

〇町長（泉 俊彦君） 稲村議員さんの一般質問にお答えいたします。

最初に、消防広域化についてでありますけれども、稲村議員さんは消防団に非常に貢献

いただいておりますので、いろいろなことについてご理解いただきやすいとは思いますが、

平成20年３月に策定された北海道消防広域化推進計画において石狩管内は札幌市を除く５

消防本部、石狩北部地区消防組合、それから江別市、千歳市、恵庭市、北広島市の広域化

が示され、検討委員会を設置し、検討を行ってまいりました。平成21年２月、検討委員会

において広域化実施の目標年次等を考慮すると、当面は南部、千歳市、恵庭市及び北広島

市の３消防本部による広域化を先行するとし、北部の江別市及び石狩北部消防事務組合の

２消防本部については引き続き広域化に向けた検討を進めるとの報告がされ、各首長にお

いて合意がされたところであります。これは、ご承知のとおり、南部、千歳、恵庭、北広

島、それぞれ自衛隊のあるところでございまして、情報のＩＴ化とか、そういうことにつ

いても非常に共通するところが多いということ、また市の職員の例えばラスパイレスなん

かも、非常に職員の給与は平均高いと。ついでに申し上げますと、江別、恵庭なんかはラ

スパイレス99％ぐらいです。ここ石狩北部は、石狩と当別は余り高くはありません。ただ、

新篠津さんはかなり高いです。100％、国家公務員並みということでございます。当別は9

8ぐらいです。そういうこともいろいろありまして、くみしやすいということ、地理的な

こと、それから自衛隊施設があること、それから職員の給与の体制も比較的並んでいると

いうこと、ですから先ほど答弁すればよかったと思いますけれども、いたずらに職員の給



- 41 -

与をどんどん、どんどん下げればいいと、議員の報酬をただ下げればいいというものでは

ないということもいろいろ絡んでくるということもあります。そういうことで北部の江別

市及び石狩北部地区消防組合、２消防本部は引き続き広域化に向けた検討を進めるという

ことを了解したということでございます。本年３月に北海道消防広域化推進計画が改定さ

れまして、石狩北部地区消防事務組合及び江別市と千歳市、恵庭市及び北広島市の３つの

組み合わせに分割する案が正式に示されたところであります。これを受けて石狩北部地区

消防組合は、江別市消防本部と広域化によるスケールメリットなどの検討を行い、本年７

月、石狩北部地区消防事務組合関係市町村長会議を開催して、３市町村において協議をし

た結果、江別市との消防広域化については特段のメリットが見出せないという状況があり

まして、当面は江別市を加えた広域化は行わない、つまり石狩北部に江別市を入れること

はメリットがないという結論に至ったわけであります。なお、５消防本部による広域化に

ついての検討は、将来的な方向として今後とも行ってまいります。

次に、消防団員の確保と消防団組織のあり方についてでありますが、地域住民層のサラ

リーマン化、それから少子高齢化、それから核家族化の進展、または消防団の基盤という

べき地域コミュニティーの衰退などによる消防団を取り巻く状況が厳しさを増しているこ

とは十分私も承知しております。地域の消防力の維持向上は、消防署だけでは限界があり

まして、まず地域みずから自分たちの地域は自分たちで守るという、そういう考え方で行

動していただくことが必要であるというふうに思います。ですから、今いる消防団員がだ

んだん高齢化していったら、あそこの息子さんになってもらいたいとか、あそこのお嫁さ

んに入っていただきたいとか、あそこのお母さんに女性消防に入ってもらいたいとか、そ

ういうことをそれぞれ地域が日ごろいろいろなことを意識していただかなければならない

と思います。現在当別町の消防団が危機的な状況にあるとまでは思っていませんが、分団

によっては定員を満たしていないところがあるので、また全分団とも非常に高齢化が日に

日に進んでいることは間違いないところでございますので、次の世代に安心で安全な地域

を引き継ぐということのためにも、先ほどから申しておりますように、地域で担える方に

参加していただくようなことが非常に重要であります。皆さんで、特に若年層に消防訓練

などに努めて参加していただけるように、これはやっぱり消防があこがれられる、そうい

う消防になっていただいて、消防の訓練なんかも進んで見に来るというような、そういう

望ましい消防訓練のあり方とか、そういうことが大切だというふうに思います。さらに、

消防団を身近に感じていただき、地域における重要性を再認識していただくように、町と

いたしましてもいろいろな形で地域と協議をして消防団員の確保について、あるいはそれ

ぞれの分団の内容をよく分析して、何としてもそれぞれの地域をそれぞれの地域の人が守

れるような体制になるように、常日ごろ行政のほうでも目配りをしていきたいと思ってお

ります。当別消防署や石狩北部消防組合と協力をしていきたいというふうに考えます。

次に、当別町の生活排水処理基本計画の質問がございました。当別町の生活排水処理基

本計画は、従来の下水道事業、それから農業集落排水事業で進めてきた生活排水施設では
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整備し切れない状況を考慮して当別町の長期的、総合的視点に立って行政区域内のすべて

の住民に対してその地域の特性を生かした計画的な排水処理を図るため、基本方針として

平成12年度を現況年としてとらえて平成13年４月に策定したものであります。この目標年

次を平成20年として、必要に応じて見直しを行おうとしておりまして、現在も計画期間で

ありますが、計画策定当初とは時代背景が変化してきましたので、現状に即さない部分も

多く見られてきましたし、私自身全国町村下水道推進協議会の副会長の立場で委員に参加

しております平成20年度策定したところの北海道地方下水道ビジョンというもので、北海

道の下水処理普及率向上に向けて合併浄化槽など他事業との役割分担をし、効率的な汚水

処理施設の整備促進が必要であるということをここで示しており、新たな視点から練り直

すところもあると思われますので、計画の見直しが必要であるというふうに思います。

なお、合併浄化槽についても本計画に掲げており、これを基本として連携施設の推進が

図られてきたものであります。特に合併浄化槽事業については、まずは本計画の全体の見

直しを図る中で現況の把握に努めまして、ことし３月定例議会で小早川議員に答弁したと

おり、町債の減、あるいは石狩西部広域水道企業団の負担減といった財政事情が許すなら

ば、この整備の手法等の検討を23年度中に取り組みたいと考えております。

また、当別町のし尿、それから浄化槽汚泥の処理は、平成18年３月、北石狩衛生施設組

合の解散したときに協定によって締結しておりまして、現在石狩市に事務委託をしており

ます。北石狩衛生センターのし尿処理施設で行っておりますので、現行の処理体制の中で

今後とも引き続き事務委託を継続していきたいと思っております。また、北石狩衛生セン

ターのし尿処理施設は、昭和54年４月の供用開始からもう既に35年経過しているというこ

とから、経年劣化による、年月がたった劣化によりまして施設の老朽化が進んでおり、将

来的な管理運営が心配されるところもありますが、センターは石狩市が直接運営管理し、

当町は事務委託をしていることでありますので、今後石狩市から何らかの協議の申し入れ

があった場合には、その都度密接に連携をとりながら事後の対応をしてまいりたいと考え

ておりますので、ご理解をよろしくお願い申し上げます。

以上で答弁といたします。

〇議長（竹田和雄君） 以上で稲村君の質問を打ち切らせていただきます。

ここで休憩をいたします。

休憩 午前１１時４５分

再開 午後 １時００分

〇副議長（髙谷 茂君） 再開します。

通告３番、桐井君の質問であります。

桐井君。
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〇１１番（桐井信征君） ただいま議長のお許しをいただきましたので、通告に従いまし

て、質問を行います。

さて、今回の私の質問は大きく分けて３点でございますが、通告に従い、順次質問をい

たしたいと思いますが、１番に掲げております地域ブランド創出についての一番最後の４

つ目の丸のブランド創出につながる云々というものをちょっと割愛させていただきまして、

この部分は省略して質問をさせていただきたいと思いますので、ご了承をよろしくお願い

を申し上げます。

まず最初に、地域ブランドの創出について伺いますが、自然を身近に感じ活力に満ちた

美しいまちを標榜し、作成された当別町第５次総合計画の最重点プランは何といっても地

域ブランドの創出であると思っております。多くの町民の方々に当別といったら何を一番

イメージされますかと聞くと、ほとんどの人がううんと考え込んでしまいます。町長を初

め議場におられる皆さんも同様ではないかと存じます。道内では、夕張はメロン、幌加内

はそば、豊浦はイチゴ、そして今盛りのむかわはシシャモなど、非常に有名な地域ブラン

ドがありますが、当別には現在そういったものが存在しておらず、総合計画推進において

も大都市に隣接した優良な田園地域である本町の特色を強力にアピールできる地域ブラン

ドをつくり上げることがまちづくりにとって最重要施策であると説いているものと認識を

しております。

そこで、地域ブランドをつくり上げるために設立した当別新産業活性化センターの現状

と今後の業務推進方針、町としての指導のあり方、さらに町とセンターとの業務遂行上の

スタンスについて明確化されているかなどの視点から、地域ブランド創出に向けて今後ど

のようにして町全体の取り組みとして発展させようとお考えなのかについて、活性化セン

ターの理事長でもある町長にお伺いするものであります。

さて、本年の７月、農業のみならず商業や工業を含めた当別町ブランド創出を目的に一

般社団法人当別新産業活性化センターが設立されました。活動が始まり数カ月が過ぎたわ

けでございますが、現在センターで扱う業務はどのようなものがあるのでしょうか。また、

現在遂行されているそれらの事業は、ブランド創出に際してどのようなレベルの位置づけ、

事業と認識されているのか、まず現状と考え方について伺っておきたいと思います。

ブランドとは、言うまでもなく、供給する側が誇示するものではなく、消費者がその存

在を認めたものがブランドとなるわけですが、本町でブランドとして認められるであろう、

いわゆるブランドの卵といったものはどのようなものであると考えていらっしゃるのでし

ょうか。私は、産品、農作物を横並びに並べてブランド化を推進するのではなく、当別町

のブランド化はこの産品、農作物でやってみるというビジョンというか、個別選択をまず

もって実施すべきと考えます。私は、このようなビジョンのもとにセンターを介して農商

工、町全体が集まり、議論を重ね、試行錯誤の連続の果てにやっとブランド化の卵ができ

るものだと考えております。しかしながら、現在ビジョンづくりはもとより、この卵を考

えることもセンターでという嫌いが町役場の中にはないでしょうか。役場担当部署、端的
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に言いますと、農林課、商工課単独でビジョンを示したり、センターを指導することはそ

れぞれのスタンス上困難なことと認識をしております。しかし、私は、そこに総務、企画、

福祉、建設などを含めた町役場全体が積極的にビジョンを示すために町の農商工の方々と

ともに議論をし、町役場全体としてセンターに対して指導助言を行うという体制が必要で

あると思うわけであります。現在はこの体制が整っていないので、ブランド化の推進が思

うように進んでいないと自己分析をしております。町とセンター、立場上のすみ分け、役

場の役割などについて町長のお考えをお聞かせください。

次に、公共交通確立に向けた取り組みについてお伺いいたします。まず、コミュニティ

バスの本格運行に関してですが、平成18年度から実証運行を続けてきたコミュニティバス

もことしで５年目を迎え、いよいよ来年４月からは国庫補助金に頼らない、いわゆる本格

運行に切りかわるわけであります。この５年間、懸命に公共交通確立を目指し、鋭意先進

的な事業の取り組みを実施してこられた町部局や地域公共交通協議会にはまずもって敬意

を表したいと思います。今後もますますご研さんを期待申し上げるところでございます。

さて、私は本年の６月定例会でもこのバスの質問をさせていただいたわけでございます

が、23年度から、来年度からは自立運行を確立するために基礎的運行形態である当別コミ

ュニティバススタンダードというものを問題点、課題点を洗い出した上で早期に定めたい

というご答弁でございました。私の推測によりますが、問題点、課題点には、１つ目に運

賃収入が経費に対して20％ほど低いこと、また町、医療大学、スウェーデンハウスの参加

事業者が協調関係のみで成り立ち、体制の不安定さがあること、またこれに起因する財源

の不安定さもあると思います。これら不安材料をどのように克服していくのかということ

だろうと思っております。運賃収入を上げるために、ニーズの掘り起こしをねらった実験

的な路線運行はできなくなるでしょう。逆に参加事業者が現有路線、運行本数は堅持しな

ければならないという限られた選択肢の中からスタンダードを生み出さなければならなか

ったのではないかと思うわけであります。先日12月１日より本格運行を見据えてダイヤの

改正が行われました。本格運行体制を整えたと考えますが、どのようにして問題、課題点

を整理されたのか。運行の基本は、収入と支出のバランスでありますから、特にこの財源

確保の視点についてどのようにお考えになり、決定されたのか町長にお伺いいたします。

また、本町のコミバスの取り組みは大変優秀であると全国的に評価された一つの要因に、

町民の間に浸透していなかった公共交通を町民が育てていくという意識改革事業の取り組

みがあると思います。小中学生にバスや鉄道などの公共交通の大切さを環境という切り口

から授業の一環として啓蒙、啓発に取り組んできたということもすばらしい成果であると

考えます。さらに、一般住民は、廃食油のリサイクルを通じて公共交通を身近な存在と認

識してもらう、いわゆるＢＤＦ回収、カーボンクレジット事業、このことも高く評価する

ところであります。しかしながら、補助事業として取り組んできたわけですが、自立的本

格運行となれば、予算的にいっても実施する余裕はないものと推察いたします。せっかく

ここまで生徒、住民に対して実施してきた有意的取り組みが途切れてしまい、この影響は
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はかり知れないものと考えます。

そこで、これまで実施してきたバスまつりや生徒に対する環境教育及び公共交通にかか

わるモビリティ・マネジメント、すなわち一人一人の移動が環境に考慮した地域の交通流

動等々のことの利用促進対策など、今後展開方針をどのように考えておられるのかについ

て町長のお考えをお伺いいたします。

私は、全国的にも優秀さが認められたこのすばらしい事業は今後も発展させるべきだと

思っており、公共交通を定着するために環境をさらに意識してもらう対策として、例えば

バスの日、例えばＪＲの日などを定め、自家用車から公共交通に意識的にシフトしてみる

という新たな施策導入も効果的ではないかと考えます。例えばバスの日などは、バスの頭

文字、Ｂの文字をよく見て展開すれば１と３に見えないわけでもないので、毎月13日はバ

スを積極的に活用する日、バスの日に定めるとか、またＪＲの日はきょうはレールの上に

乗るということから、レールを短く書くと11になります。そのようなことから、毎月11日

をＪＲの日と定め、町民に協力を求めていくということもひいては公共交通の確立につな

がるものではないかと思います。

さらに、このモビリティ・マネジメントの観点から申しますが、平成24年にはＪＲ学園

都市線は電化となり、待望の電車が走るわけですが、町民、ＪＲ利用者にとって大変喜ば

しいことであります。私ども党の党員さんたちが中心になり、平成16年度より太美駅の桟

橋の窓ふき、ホームの清掃を隔年で実施しております。また、当別駅におきましては、毎

年寒くなる時期を見計らって待合室のベンチに座布団の提供をさせていただいているとこ

ろでございます。これらは、町民である利用者の方々に少しでも快適な気持ちでＪＲを利

用していただきたいとの思いからであります。しかし、私どもボランティアにも限界があ

ります。窓ふきをしたり、ホームの蛍光灯のほこりを落とす程度であります。利用者の方

々にもう少し快適な気持ちでＪＲを利用していただくために、太美駅のみならず当別町内

の５駅の駅舎そのものの美装が必要ではないでしょうかと思います。このことをＪＲ北海

道に強く要望すべきと思いますし、このことによってモビリティ・マネジメントの向上の

一つのきっかけになるとの思いから、町長のお考えを伺うものでございます。

次に、140年事業の総括などについてお伺いいたします。本年10月、当別町140年は、盛

大にお祝いできましたことと非常に喜ばしく感じるとともに、改めて姉妹都市パレードを

初め、関連する140年記念事業が成功裏に終わられたことを町民の一人として、また議員

の一人としてお喜びを申し上げます。10月９日から10日にかけて実施された140年記念事

業には、町民約１万人以上がかかわったと思われ、国際姉妹都市レクサンド市、国内の姉

妹都市の大崎市、宇和島市の皆さんがこの記念事業に町民とともに参加され、花を添えて

いただいたわけですが、住民からは大変すばらしかった、事業にかかわって貴重な体験が

できたなどの声が私に寄せられております。特に姉妹都市との交流は、町民にとって本当

にまたとない歴史や文化との出会い、他地域の人間性に触れること、さらに物産の交流な

ど、大変有意義であったと考えており、継続した交流が必要であると感じておりますが、



- 46 -

町長はこの140年事業をどのように総括されているのかについて伺っておきたいと思いま

す。

姉妹都市交流の関係について質問したいことは多岐にわたりますが、今回は平成24年度

に姉妹都市提携25周年を迎えるレクサンド市との交流について特に質問をしたく思います。

当別町とレクサンド市は、1987年、昭和62年でございますが、10月に姉妹都市の盟約を結

び、今年で丸23年を迎えますが、レクサンド市との交流は両市町が地道でありながらも町

ぐるみで濃厚な交流を継続してきたことが評価され、一昨年総務大臣から姉妹自治体交流

表彰を受けたり、駐日スウェーデン大使館のＰＲ事業を国内で唯一当別町で開催してもら

うなど、大変評価をしているところであります。先日レクサンド市訪問団が140年の記念

事業には市長さん、議長さんを初め10名ほどが来町され、式典に参加されたほか、２年後

に迫った姉妹都市提携25周年事業について泉 町長、竹田議長を初めとする町の代表者と

打ち合わせが行われたと伺っております。この打ち合わせの内容についてお伺いしますが、

平成19年の20周年式典の際、25周年はレクサンド市で実施するとの取り決めがされていた

わけですが、この進め方について変更はないと理解してよろしいのでしょうか。また、レ

クサンド市側から日程の希望や公式訪問団の受け入れなどについて提案があったと思われ

ますが、この内容についてもあわせてお伺いしたいと思います。

20周年事業の際は、レクサンド市から74名もの大訪問団が来町されたわけですが、本町

からレクサンド市へは何名ほどの訪問団を仕立てようと考えておられるのか。仮に町長が

大訪問団派遣を考えておられるのであれば、この２年間を使ってどのように町民の積極的

参加の意向を高めていくおつもりなのか、またどの時点で訪問団募集を行う考えなのかお

伺いいたします。

当然その費用についてすべて町の財源を充てるわけにはいかないと考えておりますが、

これまでの訪問団派遣費用についての考え方を示した上で、2012年、交流25周年事業派遣

団の財源確保問題について町長の考えをお聞かせいただきたいと思います。

さらに、今後の国際姉妹都市のあり方について伺っておきたいのでありますが、姉妹都

市交流、特に国際的な姉妹都市交流について異文化の住民施策を参考に住民の福祉や健康

に関する施策の向上や住民自身の国際的感覚を高めることに大きな意義があると思います。

今後当別町として目指す交流はどのようなことなのか、中長期的な展望について町長の考

えをお聞かせください。

以上申し上げまして、１回目の質問とさせていただきます。

〇副議長（髙谷 茂君） 10分間休憩いたします。

休憩 午後 １時２４分

再開 午後 １時４９分
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〇副議長（髙谷 茂君） 再開します。

桐井君の質問に対する町長の答弁を求めます。

町長。

〇町長（泉 俊彦君） 桐井議員さんの一般質問にお答えをいたします。

最初に、活性化センターの業務内容と地域ブランド創出における今後の対策についてご

ざいましたけれども、初めに７月、センターの設立以降の地域ブランド創出に向けて取り

組んでまいりました主な業務内容についてでございますけれども、新たな農産物の導入研

究事業といたしまして当別太の水田35アールで有機肥料を使って米をつくる実証圃を設置

いたしました。有機肥料で生産された米については、等級検査、あるいは残留農薬検査、

ポジティブリストですね、を農協で行い、また新たな付加価値として健康によいとされる

ミネラル分の含有率が一般栽培米と比べてどの程度高いものかを検証するために、名古屋

市の株式会社アサノ食品に成分分析を依頼しております。来年の２月ころに成果が出るこ

とになっております。その結果、期待される成果が出た場合は、引き続きセンターとして

実証圃を取り組んでいく考えでございます。

次に、農商工の連携などによる新たな事業化や商品化の創出に向けた支援といたしまし

て、東裏の農業者からカボチャを使用したポタージュの開発の相談があり、その開発を札

幌市の企業へ依頼しまして、現在その試作品の開発を手がけておりまして、来年の１月こ

ろに完成予定となっております。そのほかにも町内の女性グループなどから加工品を開発

したいという相談を受けておりまして、その対応もしているところであります。

また、同じく新規販路開拓事業でありますけれども、札幌市中央区の国や北海道から委

託を受けて年間約200人の未就職者を対象に就職に有利な資格を取得させ、再就職を促す

ことを目的とする北海道ビジネスアカデミー専門学院というのがありますが、そこにおい

て野菜の直売所の運営を通じて経営感覚を学ばせております。札幌市中央区桑園にサニー

タイムというのをこの学院がやっておりますが、直売所を７月29日に開設しておりますの

で、その直売所に当別町の有機農産物を販売したいと相談がありましたので、センターで

は町内の有機栽培などを実践する農家に声をかけた結果、蕨岱方面、東裏方面から５戸の

農家が手を挙げてくれましたので、新たな販路として７月29日オープンしたときから農産

物の納入を行っております。これまでサニータイムというところでは、当別の農家個々が

農産物を納入する体制、自分で納入する体制で農家個々がサニータイムに持っていってい

たような状態でありますけれども、町内の商店と協議をいたしまして、１カ所に集荷して

納品体制が便利になるように、農家に負担にならない方法のコーディネートをセンターと

して行っております。さらに、センターと北海道ビジネスアカデミー専門学院では相互に

協力体制を強化し、継続化をするために、12月17日、この議会が終わりましたら、今まで

やってきたことをお互い認識した上に立って連携協定をすることにいたしております。協

定を取り交わすということであります。

また、ことし４月にオープンいたしました樺戸町のローソン樺戸店については、地域農
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業の振興のため、当別産の農産物や加工品などを特産品コーナーを広くスペースを設置し

てもらいまして販売をしております。今後継続の販売、それから取り扱い店舗の拡大に向

けまして、ローソンとこれも正式に連携協定の提携をするように今取り運んでおります。

このように活性化センターでは、意欲的な農家や先進的な町内の商店、町外の企業に橋

渡しを行いまして、新規販路の開拓を初め、新たな事業展開の支援を行っております。生

産農家が出口が見つからない、また資金回収に不安があるというようなことが隘路ですの

で、センターはその点に十分配慮をして進めていこうというものであります。今後も事業

に賛同いただける大学あるいは企業などと連携協定を結び、多種多様なネットワークも構

築しまして町内の意欲的な農業者、商工業者からのニーズにこたえるため事業展開を図る

よう進めてまいります。

次に、ブランドの創出に向けた今後の対策でありますが、桐井議員のご発議のとおり、

ブランドは消費者がそれを認めるものでありまして、こちらがブランドだと言っていれば

いいというものではありませんので、そのブランドになる要素は例えばおいしく食べれる

とか、あるいはそれに見合った価格であるとか、あるいはほかにはない商品の固有の個性

を兼ね備えているとか、そういうことがブランドだというふうに思いますので、センター

としてはブランド創出に向けて２つの取り組みを今検討しております。

１つ目は、消費者がどういうものを求めているかということを調査を行います。実際の

調査を実施する体制もつくります。そういうことで商品開発、製造の際に大手企業などは

どんな商品が売れるかというようなことをよく調査をしたり、商品の開発をしたりする、

そういうのが常道でありますが、私たちは現在当別町の町内で加工された商品をちびちび

と販売されている方がおられますので、少しずつ売られているようなことが消費者ニーズ

に合っているかどうかという把握ができていませんので、そういうことについて把握する

ことの仕組みをつくっていきたいということが大事だというふうに考えますので、具体的

には札幌市内の飲食店において町内加工品のテスト販売し、今も何店か札幌市内に、私も

時折行っておりますけれども、私以外にセンターの職員がこれからは当別の農産物を扱っ

ているような食品店に足しげく出入りをして、あるいはまた今ポスターも張ってもらって

いるところもありますけれども、さらにたくさんのポスターなどを張ってもらうように依

頼をしながら、売れ行きなどについて、あるいは消費者の声などを把握するようにいたし

たいと思います。そのことによりまして、既存の商品はどのように改良すれば消費者に受

け入れられるかということが把握できますので、よりよい商品へ発展することができると

考えております。

２つ目といたしましては、当別町の加工品の認知度の傾向をはかるために、承認度とい

うか、認知度というか、そういうことをはかるために認証制度の創設を考えております。

例えば既に当別町には当別米でつくった日本酒の美田だとか、米でつくっただんごの恩結

び米団子だとか、あるいは亜麻仁油だとか加工品がございますが、これらを対象として認

証制度を確立しまして、センターが認証した商品についてはＰＲを積極的に行ってまいり
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ます。応援するということです。さらに、商品に認証シールを張って、そしてそのシール

をたくさん集めてくれた消費者に対しては応募形式によって懸賞事業をあわせて検討して

いきます。つまり商品を買ってくれた人は認証シールがふえるわけですから、そのふえた

ものを一定の基準の中で懸賞を与えるというようなことを検討しようと思っております。

そのようなことにより、商品のＰＲのみならず、認証制度の周知になるし、それから購買

意欲の向上を目指すことになるのであります。

桐井議員からブランドの卵というお話がございましたが、確かにセンターの構成団体な

どで柱となる農産物を決めた上で戦略的な商品開発を進めてブランド化を図ることは非常

に重要ではありますが、しかしながら私たちは現在販売されている先ほど申し上げたよう

なものだとか、その他のものもありますが、町内で加工されて販売に至るまでそういう方

々は大変研究し、大変な努力を積み重ねておりますので、そういう商品をまず大切にして、

これをブランドの卵、文字どおり卵だと思いますので、これらの加工品販売されている方

々の努力が実るように、今まで努力してきてよかったなと思えるようにしっかりと応援を

していくことをやっていくということで、そして先駆的に取り組まれた方々が大きな成功

がおさめられるようになれば、必ず新たに加工品開発する人方がだんだんふえてくると、

あらわれてくるというふうに考えるからであります。

次に、町とセンターの役割についてでありますが、第５次の総合計画において重点プラ

ンとして位置づけておりますがんばる経済活動支援でございますが、特に当別ブランドの

創出に向けた取り組みが重要であります。この実現のためにＪＡとか町とか商工会、それ

から民間企業など、それぞれ立場では限界がありますので、その場を乗り越えて実践して

いく組織としてセンターができたわけでありまして、これは住民説明会のときにも私たち

は町の第５次のがんばる経済活動、国もこういうことを言っているのですけれども、それ

を支援するということで農商工一体となって町の産業政策のシンクタンクになるのだと。

町に産業課、農林課、商工課があってもなかなかはかいかない、私もジレンマがありまし

た。また、農協さんは農協さんで農協の系統販売を優先するというようなこと、商工会は

商工会、それぞれのルーツがありますので、そういうものを全部、町、ＪＡ、商工会、民

間企業が寄り集まって、町ができないこと、農協ができないこと、商工会ができないこと、

そういうものを町の産業政策のシンクタンクになるのだという目的で我々はこのセンター

を立ち上げて、定款もそういうことになっているわけでありますので、こういう考え方で

いくわけでございまして、もちろんセンターだけですべて背負って事業を推進することは

不可能でございます。したがって、町といたしましても、議員さんのご発議のとおり、農

林課、商工課だけでなく、地域ブランドの創出ということは町是でございますから、企画

部も福祉部も、あるいは庁内のすべての部が一丸となって、活性化センターがブランドつ

くればいいのだということではないよということを改めてきょうは桐井議員さんのご質問

に答えさせていただく中で、ちょっと役場のほう、農協のほう、商工会のほう勘違いして

もらうと困るので、そういうことをしっかりと、シンクタンクになるのだということで、
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ですからそれぞれの方々からアイデアを出してもらってセンターの運営委員会などにおい

て提案をしていただくことになっております。そのために役場内では横断的に議論ができ

る体制づくりが必要でありますが、今後も運営面や財政面での支援を含めましてセンター

と一体となって事業の推進に努めてまいります。運営面や財政面での支援を含めてという、

センターと一体となってという形でございます。また、町もセンターの一構成員でありま

すが、ＪＡ、商工会、辻野商店など他の構成員とも目標の達成に向けて情報の共有、意見

交換などを踏まえて積極的な議論をしながら町全体でブランド化の推進に努めてまいりた

いと考えております。

次に、当別町のコミュニティバススタンダード確立に際し問題、課題の洗い直しはでき

たかということでございますが、まずは本格運行時点の問題点、課題点ですが、桐井議員

さんのお見込みのとおり、全体収入の不安定さと参加事業者を含む運営の体制の不安定さ

が挙げられます。経費に対する運賃収入率の低さについてご指摘のとおり、本格運行の際

は22.3％にしかすぎなかったと想定しています。参加事業者との関係の脆弱さについてご

心配いただきましたけれども、参加事業者の負担金の収入は４分の３以上を占めておりま

して、町負担を除きましても半分以上が他の参加事業者に頼らざるを得ない状況で、危機

管理の部分も含めて非常に重い課題と受けとめております。参加事業者の協調関係につい

ては、私は事あるごとに医療大学、それからスウェーデンハウスのトップの方々と意見交

換を行っておりますが、その中で両者ともコミバスは必要だと思っていると話をいただい

ておりまして、継続的に運行できるという、そういうふうに努力をしていくことについて

３者の考え方は変わらず一致しているというふうに今自信を持っております。運行体制の

強硬という部分については、現行の協議会の組織が主体となって続けることがベストとは

考えておりませんで、新交通基本法の動向を見据えながら、今国がつくる新しい交通基本

法の動向を見据えながら、当別のコミバス運行体制にふさわしい運行組織体制の見きわめ

に努めていきたいというふうに考えております。

不安定な財源の質問でございますけれども、財源が不足するからといって路線や便数を

極端に少なくしてしまうと、バス本体のサービスの低下につながりまして、さらに利用者

が減少していくというのは、これは全国のこういう検討会なんかでも、私も何回も出てお

りますが、同じ考え方を持っております、どこでも。ですから、さらに利用者の減少にな

らないように、どうしてもそこのところは避けなければなりません。そのためには、利用

者のさらなる掘り起こし、利用の喚起、それぞれの参加事業者みずからが関係する企業や

団体に対して宣伝広告、あるいは営業をして歩く、そういった収入増の取り組みが不可欠

でありまして、コミバスの定期券は応援券と命名していますけれども、その名のとおり、

町民の皆さんから応援、支援していただけるような取り組みが展開されるよう、これから

も知恵を絞る所存でございます。全国的に先例とか、全国的に名前が売れたから、コミバ

スをやめるわけにいかないのだとか、そんな短絡的なことではなくて、本当に当別町の未

来を見据えた移動手段として、どういう人が何のためにどこへ行くためにこれが必要なの
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だということについてしっかりととらまえて構築して、そのバス体系を築いていくために

議員の皆様にも率先してコミバス、それから公共交通の大切さを皆様から住民の皆さんに

説いていただく、先ほど前段の議員さんの質問のＴＰＰについても議員さんのほうでもど

うか住民各位に、身近なご自分の話ししやすいような地域とか後援会とかに話してくださ

いとお願いをしたところですけれども、このことについても同じように、桐井議員さんの

ように活発に活動されておられる方については住民に説いて歩くことについて、そして応

援券の購入についても支援をいただきたくお願いを申し上げるところでございます。今コ

ミバスが走っているからいいというものではなくて、将来必ずだれでも自分では車を運転

できなくなるわけでありますから、その人がふえてくる、高齢者がふえてくる、そういう

時代は当別に確実に来るわけですから、今あるこのコミバスを我々は絶対絶やしてはなら

ないという考え方でございます。

次に、バス事業を補完する活動、活性化事業の今後についての質問でありますけれども、

公共交通の必要性や重要性、将来の移動に関する危機感などの意識を住民の皆さんに持っ

ていただくためにかなりの時間とエネルギーを使ったこともあり、その浸透度については

かなりの手ごたえを感じているところでありますが、補助金が切れて予算がなくなったら

もう実施しなくてもよいということに関しては、決してそのようなことは考えておりませ

んので、先ほどから申し上げているとおり、今後もこの公共交通確立に向けて継続して実

施しなければならない重要なことと考えております。特に子どもたちに対する環境問題に

あわせて、公共交通の重要性を授業に取り入れていく事業は特に重要と考えておりまして、

私も議員の皆さんも同様、子どものころからバスがなかったので、移動手段の選択肢とし

てバスが入っておりませんでしたけれども、しかし小さいときから移動手段の選択肢の一

つとして位置づけすることは、少子高齢化がますます進む新たな地域コミュニティー形成

の中では大変大きな意味を持つものと自負しております。まさに将来を見据えた小さな町

の大きな取り組みのもとになると考えるものであります。問題は、バス事業の補助が切れ

るということですけれども、以前にお話ししましたけれども、除雪や福祉には町費を投入

しやすいけれども、バス事業や公共交通確立に費用を投入することはなかなか町民に理解

を得にくいので、国や道などの補助、それから助成事業について地域コミュニティーづく

りという観点から財源確保に努めていきたいと考えております。当然新交通基本法や新た

な助成制度を見きわめながらということになりますけれども、現時点ではコミバススタン

ダードによる補助金に頼らないバス運行を進めてまいります。

続きまして、バスの日の環境を意識した日を認定してはいかがかという質問がございま

したが、大変よい質問をちょうだいいたしたと受けとめておりますが、多くの企業、団体、

自治体などで勤務などに自家用車を使わないノーマイカーデーの取り組みを実施されてい

るところですけれども、その目的は主に交通渋滞緩和と大気汚染抑制、いわゆる環境を切

り口にしているわけですけれども、公共交通普及啓発を主眼に記念日に設定することは当

別町にとって大変おもしろい取り組みになるのではないでしょうか。提案がありましたこ
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とは、例えば全町的にノーマイカーデーとコミバスの１日乗車券のコラボレーションの企

画ですとか、バスの日にＢＤＦの廃てんぷら油ボトルを持参するとバスが無料で利用でき

る企画とか、その他バス利用者に対する愛顧感謝キャンペーンなど、環境と公共交通、地

域活性化など３つの方向から地域を守り立てながら地域の移動手段確立に向けていく相乗

効果が見込まれる取り組みに発展すると考えますので、協議会とも積極的に具体的内容の

議論を早急に始めてみようと思います。

また、コミバスの日の設定に当たってですけれども、公共交通の利用環境に対する意識

向上も重要です。快適に公共交通を利用いただくための施設の美化環境、特に桐井議員さ

んを初め皆様で行っていただいている駅の美化活動など、大変すばらしい取り組みだと思

いますが、実は環境に配慮したバスの待合所などもそういう観点から協議会に町民の方か

ら寄附をいただいている、そういうことなど、桐井議員さんが言われました駅周辺の美化

活動など、そういう活動をしてくださる方が逐次ふえてきていることは私どもの誇りでご

ざいます。しかしながら、皆様の活動範囲などは限界があることも了解できることであり

まして、桐井議員におかれまして可能な範囲で活動の輪を広げていただくとともに、ＪＲ

北海道に対しても公共交通の積極的な町当別ということをやっぱり十分に理解してもらい

たいと思って、私は今までもこの学園都市線を最初に敷設したのは当別の大きなエネルギ

ーだったということ、そして今なおそういうふうに美化活動をされている方がおられると

いうようなことについては、都度ＪＲのほうに伝えさせていただいているところでござい

ますので、あわせて近年駅の塗装など清掃美化に対しましてもぜひ桐井議員さんからも要

請を進めていただければと思います。

最後になりますけれども、先ほど申し上げましたコミバススタンダードの確立、本格運

行の実施にどうにかたどり着いた段階ですけれども、桐井議員初め議員各位におかれまし

て応援券によるコミバス運行の後ろ支えに、それから地域関係者の周知徹底にご配慮くだ

さるようにお願いを申し上げたいところでございます。

次に、当別町の140年の総括、特にレクサンド市との交流についての質問でございまし

たが、まず140年事業の総括については、議員発議のとおり、10月９日、10日の２日間で

事業参加者は１万1,500人でありました。内容をお知らせしますと、前日さわやか駅伝に

約2,000人、それからバスまつり、それからふれあい倉庫の感謝祭4,500人、10日の姉妹都

市パレードは3,500人、記念式典1,500人でございます。しかし、厳密にはレクサンド市の

訪問団の歓迎会、それからお別れ会、それから国際パークゴルフ大会、国際交流で官学連

携している東海大学と連携したワールド・カフェ事業、それから駐日スウェーデン大使館

のスウェーデンｍｅｅｔｓ北海道、それから物故先人先覚者慰霊祭、それから姉妹都市４

市町の合同懇親会などがありましたから、延べ参加者数はさらにふえると思いますし、ま

さに町民連携の中で町ぐるみでつくり上げた140年事業というふうに思っております。ま

た、ＪＡや商工会、建設協会、高齢者クラブ連合会、行政推進員連絡協議会など関係団体

と町役場の職員が町民各位に協働を呼びかけて、ともに汗を流したことが事業成功に大変
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大きな影響を与えたというふうに考えて感謝いたしているところであります。また、何と

いっても町民と姉妹都市の皆さんの交流が活発化したことも喜ばしいことでした。宇和島

市から贈られた牛鬼は、宇和島市の技術を伝授いただきながら本町で製作されて、民間団

体で牛鬼保存会が今検討されているなど、今後ますます交流が活発化するものと考えてお

ります。姉妹都市交流は、互いの地域特性などを補完し、新たな産業を生む経済活性活動

に発展することで持続可能となり、そのために継続した交流が絶対に不可欠だと考えてお

ります。

そこで、レクサンド市訪問団と25周年記念事業についての打ち合わせた内容に関するご

質問にお答えいたしますけれども、10月９日、２年後の2012年、平成24年に行われる姉妹

都市提携25周年について私と竹田議長と商工会長さん、大学関係者初めとする町側の代表

と打ち合わせが行われまして、既に考え方が決まっていたとおり、25周年事業はレクサン

ド市で実施するということで双方で再確認ができました。レクサンド市側からは、平成24

年の９月の６日から９月の10日まで５日間さまざまな記念事業を実施するので、大勢の当

別町民に来ていただきたいというお話がありました。公式訪問団として25名を招待したい

という申し出がありました。また、この２年間は準備期間として具体的な実施内容につい

て当別町側の意見調整を進めていきたいと、協力していただきたいというようなお話があ

りました。私としては、平成19年にレクサンド市民が公式と一般訪問団と合わせまして74

名も来ていただいたので、25周年記念にはでき得る限り大訪問団を編成して訪問したいと

考えております。その際訪問団派遣の考え方についてお話をさせていただきますと、まず

レクサンド市との慣例でありますが、両市町の相互の訪問についてはお互いに最寄りの空

港までの渡航費はそれぞれ費用を持ちます。最寄りの空港に到着した後は、受け入れ先が

交通費、宿泊費などを負担します。つまり平成19年の受け入れに関して言いますと、全訪

問者74名のうち公式訪問団54名分の千歳空港到着後諸経費は補助金や一般財源を使って当

別町がすべて負担をしたわけであります。ですから、レクサンド市提案の25名というのは、

レクサンド側で受け入れて負担をする人数のことであります。また、当別側の訪問団の考

え方は、基本的に当別・レクサンド都市交流協会が主たる役割を担っていただき、協会が

担っていただくということ、訪問団を組織していただいております。今後もその方針に変

わりはなく、町としては協会へ訪問団員費用の３分の２を補助する考え方であります。つ

まり訪問団員であっても自己負担は発生します。例えばもしドル安で35万費用がかかった

とすると、やっぱり15万くらいは個人の負担になるということでございます。それから、

自己負担が発生する以上、協会や団員の皆さんの意向を踏まえて行程を組み立てなければ

ならないと考えております。町としては、せっかく欧州地域まで渡航するのですから、国

際感覚を豊かに見聞を広めてもらうということは大変重要なことだというふうに考えてお

りまして、スウェーデンに限らず世界の国々の見学、研修をしていただく行程も了として

いるところでございます。県会議員や国会議員の政務調査などとは違いますから、町費を

使うのはおかしいとか、そういうようなことではないと。特に日本のように島国の場合は、
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ＥＵ、スウェーデンのようなヨーロッパは汽車でも隣の国に行ける、歩いても行けるとい

うような、そういう国境の日本とは全然状態の違う、そういう実情についてもやっぱり体

験してもらうということは大切なことだというふうに考えておりますし、当然国際交流事

業は人材育成に寄与するべきものでありますので、レクサンド市訪問以外の全行程におけ

るレポートや報告書を提出いただいておりまして、報告会あるいはパネル展など、その内

容を住民にフィードバックしております。

続いて、何名ほど訪問団を予定しているかというお尋ねでございますけれども、相当額

の個人負担が発生することもありますので、この厳しい情勢下で私として訪問団が集まら

ないのではないかということが心配であります。それが率直なところであります。まして

当別町の国際交流は大変立派だというようなことで当別町は総務大臣の表彰をいただいて

おりますし、参加者もかなりの高齢者も全員が大変ご苦労されて行っておるのでありまし

て、私は過去の交流の中で一円たりとも無駄遣いはないというふうに認識しております。

そういうことを理解してくれなければ、２年後に参加してくれる人がいなくなってしまう

のでないかと私は心配しているところであります。訪問団は、若年層から高齢者まで各世

代で募集しますので、恐らく経済的なことから結局は年齢の高い方が多くなるのではない

かと推測しているところですが、当別からレクサンド市まで総移動時間は約26時間、その

うち国際便の航空機搭乗時間は約14時間、体力的に相当高齢者には負担になるものであり

まして、また訪問団員として連日の緊張感も想像を絶するものがあります。私は、これは

過去何回もの国際交流、海外研修の中で体験しておりまして、年々体力的に相当疲労する

ということを身をもって体験しております。したがいまして、現在何名指名するという数

字は差し控えさせていただきます。できれば余裕を持った行程、日程、例えば直行便が就

航する国だとか、経由地で宿泊だとか、後泊だとか追加することなど、それはもう団員の

体調を考慮するスケジュールを団員がつくることで、また交流協会がそれを検討すること、

できる限り多数の応募者が出るように配慮が必要であるというふうに考えます。短絡的に

こういう国際交流を論評するようなこと、そういうことをいたずらに町民に広げるような

ことはあってはならないと思いますので、こういうことについても議員各位の活動の中で、

あるいは町広報やら議会広報の中でしっかりと町民各位に広めてもらわなければならない

大切なことだというふうに思います。訪問団の募集については、新年度から募集したいと

考えておりますが、自己負担費用の積み立てなどができないか検討をしなければならない

ところだと思っております。町民の参加意向の要請に関しては、先日打ち合わせた際に両

市町の持つ得意分野の技術伝承などができないか私からも提案いたしました。例えば農業

技術の交換だとか、福祉だとか健康施策の導入だとかということ、スポーツや芸能、技術

の交流なども相互に行うことができれば、町民の相互訪問を深めやすいというふうに考え

まして、今後レクサンド市とも詳細に詰める作業を行い、その都度町民の皆さんにお伝え

したいと考えております。訪問団の財源確保に関して、前述のとおり自己負担をちょうだ

いするわけですから、できる限り参加者の負担軽減に努めたいと考えております。駐スウ
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ェーデン大使の渡辺大使と私近々面会する予定がありますので、あるいは外務省や関係団

体に本町の実情、総務大臣賞をいただいたというようなことをアピールしながら、いろい

ろな補助事業を活用させていただくようにお力添えを願う所存でございます。さらに、ス

ウェーデン王国アカデミーや自治体国際化協会、ＪＥＴＲＯ、その他団体に働きかけを行

いまして財源の確保に努めてまいる所存でございます。

また、25周年の交流が継続できることの大切なことで、現地の連絡員の八幡連絡員の力

も非常に大きなところがあるというふうに私は思っております。しかし、八幡連絡員もか

なり高齢に達しておりますことと仕事も長くなってきたということ、そういうことを考え

て、この後任のことについて今後２年後にあわせてレクサンド市側といろいろ協議をしな

ければならないことだと思っておりますが、連絡員の八幡さんの働きというのは本当に両

市町の交流に多大な貢献が実はあるわけで、恐らく普通の方々は連絡員がおられることも、

またどんな仕事をしているかについても知る由もないことだと思いますけれども、あえて

申し上げますが、そういうことを安い委託でお願いしている関係もあって、役場職員担当

の者などはいろいろとクリスマスなどにいろんな交流を深め合って両市町の関係がスムー

ズにいくようにしております。これは、大崎市だとか宇和島市なんかについても同じよう

に、それぞれの役場担当の窓口の職員は本当に目に見えないところで大変な、いわゆる身

銭というか、そういうものを使いながらでも交流を維持するような努力をしているという

こと、これは桐井議員さんにもぜひご理解をいただきたいこととしてこの機会に申し上げ

させていただきました。

以上を申し上げまして答弁といたしますけれども、国際交流、姉妹都市交流などについ

て当別の厳格なる、厳粛なる監査委員さんまでが誹謗中傷されるということを我々は見過

ごしできないということを再度申し上げさせていただきます。

終わります。

〇副議長（髙谷 茂君） 桐井君。

〇１１番（桐井信征君） 再質問というか、大変長い時間でご答弁をいただいたわけでご

ざいますが、本当に再質問するまでもないような答弁でございますが、新産業活性化につ

いてでございます。このことについて町長は、認証制度を取り入れて、シール等を製作し

た中で進めていきたいというようなご答弁がございましたが、これは非常に私も感銘して、

よいことだと思いますが、この時期は示されなかったのですけれども、もし時期等がいつ

ごろからこういうものを行っていきたいのだということであれば、今わかっているのであ

れば、ちょっとお知らせをお願いしたいなと思ってございます。

それと、今バスのことについて私のほうから提案させてもらいましたバスの日、そして

またＪＲの日を設定して町民に協力してもらったほうがいいのではないかということでご

ざいますが、これは私からの要望になると思いますけれども、本当に早急にこのことも協

議会とかそういうものをつくり上げて取り組んでもらいたいなというふうに思います。

姉妹交流につきましては、私も本当にこのことは非常に大事なことでありまして、せっ



- 56 -

かくこうして長年の間姉妹提携を組んでいるのがここで衰退していくようなことがあれば、

これはよくないなと思います。ますますいい交流を重ねて、よい姉妹提携を展開していく

ことが本当に望ましいものと考えますので、これからもこのことは積極的に取り組んでい

っていただきたいし、私たちもこれに対しては本当に真剣に考えていかなければならない

問題だと、このように考えております。

そういうことで、ただ１点だけ、ここがもしわかっているのであれば、ちょっとお知ら

せ願いたいなと思っております。

〇副議長（髙谷 茂君） 町長。

〇町長（泉 俊彦君） センターの認証制度については、既にセンターの総会で決定され

ておりまして、ただいまその要綱をまとめているところでございます。大体23年の４月ま

でには完成できると。その後、認証されたからいいというものではなくて、それを先ほど

申し上げたようにＰＲ等いろいろ支援すると。さらには、認証されたものを町の推奨品と

いうふうにランクアップしていければいいということも一応念頭に置いております。そう

いうことでご理解いただきたく思います。

〇副議長（髙谷 茂君） 以上で桐井君の質問を打ち切らせていただきます。

◇

◎散会の宣告

〇副議長（髙谷 茂君） 以上で本日の日程は全部終了しました。

本日はこれにて散会します。

あしたは午前10時から開会いたします。

本日はご苦労さまでした。

（午後 ２時４２分）
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地方自治法第１２３条の規定により署名する。

平成２３年 月 日

議 長

副 議 長

署 名 議 員

署 名 議 員
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平成２２年第６回当別町議会定例会 第３日

平成２２年１２月１６日（木曜日） 午前１０時開議

議 事 日 程 （第３号）

開 議

議事日程の報告

第 １ 会議録署名議員の指名

第 ２ 一般質問

閉 会
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午前１０時００分開議

出席議員（１６名）

１番 洞 内 真由美 君 ２番 稲 村 勝 俊 君

３番 石 川 和 栄 君 ４番 臼 杵 英 男 君

５番 小早川 孝 男 君 ６番 桑 内 雅 彦 君

７番 神 林 俊 一 君 ８番 白 木 和 廣 君

９番 岡 野 喜代治 君 １０番 市 川 正 君

１１番 桐 井 信 征 君 １２番 小 野 広 実 君

１３番 島 田 裕 司 君 １５番 柏 樹 正 君

１６番 髙 谷 茂 君 １７番 竹 田 和 雄 君

欠席議員（１名）

１４番 後 藤 正 洋 君

欠 員（なし）

説明のための出席者

町 長 泉 俊 彦 君

副 町 長 近 藤 充 徳 君

総 務 部 長 加賀谷 定 歳 君

総 務 課 長 野 村 雅 史 君

納 税 課 長 加 藤 慎 也 君

財 政 課 長 森 田 至 君

企 画 部 長 増 輪 肇 君

企 画 課 長 熊 谷 康 弘 君

住民環境部長 鈴 木 博 史 君

環境生活課長 佐々木 由紀夫 君

福 祉 部 長 小 山 久 夫 君

福 祉 課 長 江 口 昇 君

経 済 部 長 竹 原 陽 一 君

農 林 課 長 松 浦 悟 志 君

建設水道部長 滝 本 隆 志 君

建 設 課 長 藤 原 正 志 君

上下水道課長 吉 尾 雅 昭 君

教 育 長 山 内 秀 治 君

教 育 部 長 高 橋 通 君
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管 理 課 長 山 田 敏 行 君

代表監査委員 米 口 稔 君

事務局職員出席者

事 務 局 長 中 越 辰 雄 君

次 長 五十嵐 一 夫 君

主 幹 小 川 義 則 君

係 長 春 田 秀 彦 君
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◎開議の宣告 （午前１０時００分）

〇副議長（髙谷 茂君） おはようございます。ただいまの出席議員15名、定足数に達し

ておりますので、昨日に引き続き、平成22年第６回当別町議会定例会を開会いたします。

◇

◎議事日程の報告

〇副議長（髙谷 茂君） 議事日程でございますが、さきにお配りした日程表により議事

に入ります。

◇

◎会議録署名議員の指名

〇副議長（髙谷 茂君） 日程第１、会議録署名議員の指名ですが、会議規則第118条の

規定により、

６番 桑 内 雅 彦 君

８番 白 木 和 廣 君

を指名します。

◇

◎一般質問

〇副議長（髙谷 茂君） 日程第２、一般質問を行います。

質問順序はさきにお配りした一般質問通告一覧により行います。

通告４番、柏樹君の質問であります。

柏樹君。

〇１５番（柏樹 正君） 議長のお許しをいただきましたので、町長の姿勢について一般

質問を行います。

農業など１次産業に多大な影響を及ぼし、地域経済、地域を破壊しかねない環太平洋戦

略的経済連携協定、ＴＰＰをめぐってこの夏以降というか、秋以降日本じゅうで問題とな

っています。当別町140年の歴史と文化、町経済の蓄積をも根本から覆してしまうこのＴ

ＰＰ問題の根本について町長にお尋ねをいたします。きのう臼杵議員が質問をされ、町長

から詳しく答弁されていることでもあり、多少重複しますが、角度を変えてお尋ねをいた

します。10月以降議員協議会や議会各委員会でも町長自身が力説されているように、今例

外なしの関税撤廃が原則のこの協定に日本が参加することになれば、北海道当別町の農林

漁業地域は壊滅的な打撃を受けることになります。ＴＰＰが急浮上した背景は何か。10月
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初め菅首相が所信表明で突然言い出したＴＰＰに、なぜ民主党菅政権はのめり込むのでし

ょうか。ここには、ＥＰＡやＦＴＡなど日本との２国間協議で進まなかった貿易の自由化

を一気に例外なしに関税をゼロにしようとするアメリカやオーストラリア、これらの要求

が１つにはあります。オバマ大統領は、貿易による雇用創出を掲げ、ＴＰＰ推進を実現さ

せるためにみずからアジアに乗り込み、どんな言いわけもせず、自分にできることは何で

もやるとむき出しの経済覇権主義を実行しようとしてきております。さらに、マスコミを

使って貿易自由化に乗りおくれると大変なことになるとの一大キャンペーンを張って政権

に迫っている自動車や電機など一部輸出大企業が、企業がもうかれば国民が豊かになると

いう宣伝を行うといったもうけ中心、市場原理万能主義の思惑があるのではないでしょう

か。前原大臣の1.5％のために98.5％が犠牲になっているという発言に見られるように、

菅政権には農業、第１次産業を軽視する姿勢があって、これは外需依存、内需低迷のゆが

んだ経済構造をさらにひどくするものではないかと思うのですが、町長の認識について、

まずお伺いをいたします。

次に、当別町経済全般への具体的影響についてお伺いをします。既に国や北海道の試算

が出されて、それに準じて当別町の農業は約60％、農業産出額でいえば41億円以上が影響

を受けるときのうも答弁されております。ＴＰＰは、国民全体の問題であって農家、農村

だけの問題ではないと町長も強調されました。食の安全、安心と国土や環境の保全にかか

わることでもあります。関連する町内産業について具体的にどの程度の影響が想定される

のか、また雇用についても日豪ＥＰＡ、日米ＦＴＡとは比較にならない重大な影響を受け

ることが、例えば十勝地方で美幌町や音更町など数値で示されて、関連産業、地域経済、

雇用、日本はどうなって、北海道がどうなって、そして十勝ではどうなるというような具

体的な形で表明されて、各地域でそれが町民にも知らされる。雇用でいえば、全国で340

万人以上減少する、北海道で17万、十勝でいえば４万400人という数字が出されているよ

うですが、こうした体系に北海道経済の重要な位置というものを、農業と関連産業が特に

この北海道は占めているわけですから、その影響は大変なものであると思います。十勝地

方では、町を挙げての危機感と反対運動が広がりつつあると伺っています。町経済部とし

て、町の商工会などと連携をとりながら、石狩地域全体、また本町での経済全体、関連産

業や雇用などについて可能な限り町民に具体的な影響を参考数値として示すことは、町民

が身近なこととして問題意識を持つ上で意味があると思うのですが、道との連携の現在の

状況と課題も含めて説明いただければと思います。

人、物、サービスとも国境のない市場づくりを日本経団連は目指しているといいます。

米倉会長は、日本に忠誠を誓う外国からの移住者をどんどん奨励すべきだと、これは日本

農業新聞に載っていましたが、と述べたといいます。人材の移動が自由化されるＴＰＰへ

の参加を催促する発言であります。許すと安価な労働力が海外から無数に入ってくるよう

になります。例えば今度参画をするベトナムを例にすれば、ベトナムの国民１人当たりの

平均年収は15万円程度といいます。年収です。400万を超えるという日本とは相当な開き
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ですが、中国は約70万と言われておりますが、それに対してもベトナム自身が優位になっ

ている。人口9,000万人のうち、６割が30歳以下というこのベトナム、比較にならない低

労賃が日本で広がるおそれが十分されます。農業のみならず製造業、特に中小企業は太刀

打ちできません。日本の労働者の雇用の悪化と低賃金化が確実に今後進むことになります、

放置すれば。先日の商工会での道への要請行動報告会で町長がヤマト運輸の例を示されて、

身近に起こり得ることを強調されていましたが、アメリカも日本に対して各種の規制緩和

などを要求してくることが必至だと思います。

第３の質問は、食料主権と自給率についてであります。世界では、今食料を市場任せに

することによる害悪が明らかになって、各国の食料主権の確立を求める流れが広がってい

ます。食料主権とは、自国民のための食料生産を最優先にして食料、農業政策を自主的に

決定する権利のことであります。2008年、おととしの国連総会決議で食料に対する権利が

採択をされました。この表現は、食料に対する権利をすべての人がいつでも享受すること

へのどんな否定的影響をも防止する必要性、食料安全保障や食料に対する権利に留意する

というふうに表現されています。この決議にアメリカだけが反対をしました。オーストラ

リアは棄権をしました。しかし、前の大統領、ブッシュ大統領は、食料自給は国家安全保

障にかかわると発言をしております。そして、他国に自由化を迫るアメリカ自身も、今自

国の農業に莫大な税金を投入して農家を保護して守ってきている、乳製品や砂糖の輸入規

制を続けてもいるのです。そして、日本に門戸を開けと言ってきているのです。関税ゼロ

で農業を守っている国はありません。ＥＵも関税は高い。きのうも町長は言われています。

菅内閣は、開国と農業の両立は可能と言いますが、どんな国内対策も関税ゼロの打撃を解

消できないのではないでしょうか。町長がきのう言われたように、ＥＵ並みの、それ以上

の経営規模の北海道農業、この農業も成り立ってはいかない。所得補償では、外国産の流

入はとめられないでしょう。自給率を50％にすると言った民主党政権は、ＴＰＰへの参加

によって政府自体が試算しているように低下することこそすれ、対策のとりようがないと

思います。政府の世論調査でも、食料自給率の引き上げを求める人は９割を超えていると

いうことが明らかになっています。内閣府が９月に調査を行いました食料の生産供給のあ

り方に対する意識調査、ここでは外国産より高くてもできる限り国内でつくる、外国産よ

りも高くても米などの基本食料は国内でつくる、この意見が９割を超えているということ

であります。圧倒的な国民は、輸入に頼らないで安全で安心な食料は日本の大地からと願

っている。ＴＰＰ参加は、国民の願いに逆行するものではないかと思うのですが、世界各

国のこの食料主権を守るのは大原則だという考え方とあわせて、町長の見解をお伺いした

いと思います。

菅内閣は、法人税減税、一昨日ですか、決断をして財界の支持を取りつけて、続けてＴ

ＰＰ参加も一気に進めかねない状況にあると町長は述べられましたが、日本人の胃袋が外

国に支配されていいのだろうかと、今全国でＴＰＰをめぐって反対集会や議会決議が広が

っています。危機感と怒りが爆発して、地域や国の形を問う運動として進んでもおります。
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私たちも当別の駅前通りの共産党事務所の横にＴＰＰ参加を許しません、安心、安全の食

料をというのぼりを立てて、団地へビラ配布を行っています。また、宣伝カーの運行や署

名行動の計画もしております。私自身さまざまな機会をとらえてこれからも訴えていこう

と思っておりますが、町も町民に対しアピールや広報、集いなど、訴える手段を講じる必

要があるかと思います。先日議会決議を道に届けた際に知事室長に一般道民、とりわけ札

幌圏への働きかけを道も尽力してほしいと要望しました。努力するとの返答をその場でい

ただきましたが、道や国に向けての町長のさらなる決意についてもお伺いをしたいと思い

ます。

次に、当面する町民生活支援の問題と来年度予算編成に当たっての町長の姿勢について

お伺いをいたします。さきに成立した国の補正予算に盛られた地域活性化交付金、２つあ

ります。きめ細かな地域活性化交付金と住民生活に光をそそぐ地域活性化交付金、この２

つの制度概要と市町村配分が決まったことが６日の日に明らかになりました。当別町には

約5,800万円と、たしか1,000万円ちょっと超えるかと思いますが、さらに普通交付税再算

定額5,300万円を合わせると１億円を超える額が交付されるようですが、特にこの２つの

交付金については傷んだ町営住宅の修繕や高齢者支援など多様な活用ができるものとして

創設された交付金であって、その名のとおり住民生活に向けた活用について積極的に取り

組んでいただきたいと思います。また、重点分野雇用創出事業の拡充についても９日の道

議会で51億円が基金計上されて、当別町におよそ1,300万円が配分されるようですが、介

護や環境、地域社会、雇用などの雇用創出に向けて取り組みを強化すべきものと期待され

ています。来年４月以降の実施予定の新規事業計画を今月から作成されるものと思います

が、あわせてお伺いをいたします。

私たちは、この間町民アンケートを実施しています。けさも15件ほど私のところに届け

られました。中間集計を行っていますが、身近なことがいっぱい書いてあります。その多

くが税金などの負担がふえて、逆に仕事の減少や収入減によって生活が苦しくなっている

と答えて、国民健康保険税や後期高齢者保険、介護保険など、あるいは医療費の減免を求

める声が多くなっています。また、特に町が力を入れているブランドへの取り組みを評価

しつつ、一層の成果を期待する声もあります。地元で働きたいが、仕事がない、これは長

い間の大きな課題です。町内での雇用の機会の拡大を望む声、さらに高齢者の生きがい対

策、老人クラブへの助成、交通費助成などに力を入れてほしいという意見が目立っていま

す。こうした身近で切実な施策を講じる必要があり、先ほど触れた国の交付金を活用し、

早急に対策を強化するとともに、こうした声にこたえて平成23年度予算編成を望むもので

あります。例年のように、年明けには具体的な要望をしたいと思っていますが、編成に当

たっての町長の決意を求めて質問といたします。

〇副議長（髙谷 茂君） 町長。

〇町長（泉 俊彦君） 柏樹議員さんの一般質問にお答えをします。

最初に、ＴＰＰのことにつきましては、臼杵議員に随分、40分くらい、長過ぎるという、
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しかられるくらい答弁させていただきましたのではございますが、きょうも質問を聞いて

５分か10分やっぱり休憩をいただいて部局とも答弁調整をしてお答えしたいという気持ち

ではございましたが、今お聞きしておりまして柏樹議員さんと熱い議論をしたいという思

いから休憩なしに答弁させていただきます。多少聞きづらい点もあるかもしれませんけれ

ども、打ち合わせなしでということでご理解いただきたいと思いますが、まず率直に申し

上げまして、今回のＴＰＰのことにつきましてはなぜ急にこんなことが起きたか、そして

今一体だれがこれを進めているのかということ、私なりにゆうべ随分考えまして、私の頭

の中では結論が出ました。これは、アメリカやオーストラリアが菅さんに勧めているもの

ではないということでございます。紛れもなく日本の財界だということであります。私は、

今まで40年くらいこの議場で聞いたり話ししたりしてきましたけれども、都度議会の中で

はアメリカはという話がありましたけれども、耳ざわりかなと自分でも思っていたことが

ありますけれども、きょうはあえて申し上げさせていただきます。私自身が今そういう心

情であります。なぜならば、政府はここへきて、今柏樹議員もありましたように、５％の

法人税をダウンするということを急に言いました。それから、ちょっと前に民主党政権は

今まで考えていなかった、言っていなかった企業献金を認めるということを言っています。

これは、私はそのときは余り違和感が実はなかったのです。やっぱり政権とるとこういう

ことだなと認めていたのですけれども、この２つをかみ合わせてみると、これはやっぱり

アメリカやオーストラリアではない、日本の財界だということを強く思うようになったこ

とは、私はＷＴＯ、柏樹議員さんよりはひょっとしたら詳しいと思います。そういうこと

で、ＷＴＯというのは77カ国で世界じゅうでいろいろなことをやっているのですけれども、

これは農産物の価格保障するということではないのです。そういうことではないのです。

しかし、今民主党政権では戸別補償方式、これも私は戸別補償は悪いとは思っていないの

です、実は。ですけれども、ここへきてＴＰＰということで総理が農業の振興とＴＰＰと

を両立するのだということをおっしゃっているわけです。そうすると、ＷＴＯとこれは合

わないのです。ＷＴＯというのは、補償するということではないのです。戸別補償する、

価格保障するということではないのでありまして、農業の弱い地域、農家、そういうもの

をしっかり支援して規模を拡大したり、底上げをしたりして力の強い農業を育てるという、

そういう形で支援したり補助したりするということはあっても価格保障するということで

はないのです。ところが、政府はＴＰＰで両立するというようなことで戸別補償するとい

うようなこと、これはＷＴＯ違反になるのです、ここを進めていくと。直接価格保障した

り、農家補償したりするということは、さきに結んでいる保障と、国際保障と違うわけで

す。だったら、これは財界人なのだなと私は頭の中で強くそう思いました。

そして、けさ赤旗も読みましたし、いろいろな新聞も随分、ほとんどゆうべ余り実は寝

ておりません。柏樹議員さんのご質問に誠心誠意お答えしたいということで考えてばかり

おりました。そういうような状況の中で、ではどうして北海道の財界はつかないのだろう

と考えてみましたけれども、この８年か10年くらいの間に北海道の経済というのはがたが
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たに落ちてきているのであります。これは、この議会でも私、町村会の中の話としてご報

告させていただきましたように、８年くらい前までは北海道は46都道府県の中で大体31番

か32番ぐらいの道民所得であったものが今41番になってしまったと。これは、とりように

よっては今の知事さんが何もしないとかいう悪評みたいなことで使われている場合もあり

ますけれども、実際にこれは北海道新聞の調査の中で、町村会の中で私たちが金融機関か

ら話を聞いて、多くの町長が一緒に聞いていることでありまして、確かにデータとしては

北海道の道民所得は落ちてきているのだというようなことを考えると、やっぱり道の経済

界としてはここまで道民所得が落ち込んでしまった原因は、北海道のように公共事業に頼

っていかなければならないところが大きな原因だったわけです、小泉政権以来。そういう

ことで落ち込んできているところへもってきて、頼りの１次産業がこれ以上落ちてしまっ

たら、それはもう日経連はともかく道経連はどうにもならないという、そういう判断に立

っているというふうに自分の頭の中では、きょうは柏樹議員さんは町長の見解を、姿勢を

聞くということですから、私は自分の姿勢を真剣に考えた結果を柏樹議員さんにお答えを

させていただこうと思っているわけでありまして、今さらＴＰＰの話をまた説明し直すと

か、それはもう釈迦に説法だと思いますから、私の考えの部分をそれなりの論拠に基づい

てお答えをさせていただきたいと思っているのでありますけれども、高いレベルでの経済

連携を進めていくということについて日本の食料自給率の向上、あるいは国内の農業、農

村の振興、そういうことを両立させるというふうに言っていることと非常に矛盾するとい

うことで、日本経済全体から考えても日本がＴＰＰに乗っていかないとおくれてしまうと

いうことについては、私も全国の町村会もそれはわかると、ただ進め方がおかしい。です

から、会議に行くなとかなんとかということではなくて、ＴＰＰには全国町村会では絶対

反対だということを明確にしているのだということはきのうも申し上げたとおりでござい

まして、ただ農林水産省などの試算にもありますように、農業の分野でのマイナスの影響

が生ずることが明白になっているにもかかわらず、農業を初めとする国内対策について財

源の手法などについて何の議論もしないでやるぞというふうに出発したということについ

て、それはやっぱりおかしいと思うこと、さらにＴＰＰは貿易を進めるというだけではな

くて、今柏樹議員も言われましたとおり、何回もここで話しているとおり、人と物と、そ

ういうものが自由に入ってくるということ、その影響について日本の経済界では前原さん

のような言い方をする人はおりますけれども、実際に学者だとか官だとか、そういうとこ

ろでしっかりとした検討した形跡もないし、時間もまだ余りたっていないわけでありまし

て、そういうところにやっぱり国民的には非常に疑義が残っているのは明白な事実である

というふうに思います。

日本経済に及ぼす影響について十分な段階を踏まえていないということ、これについて

もやっぱりしっかりしてもらわなければ困ると改めて言わざるを得ないと思っております

し、ＴＰＰへの協議を進めることについて絶対反対だということをどうしてもこの議会で

は再度、臨時議会もありましたけれども、やっぱり明白にしていって、きのう申し上げま
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したように、きのう質問いただきました議員さんは議員さんで自分の手の届く範囲の活動

をしていただきたいということを申し上げているのでありますが、戦後日本が工業国へ脱

皮していく過程の中で国内の低賃金水準が外国との輸出競争に有利に働いたということに

加えまして、日本人の物づくりの伝統の優秀性によりまして日本の製品は世界的に価値あ

るブランドとして評価され、圧倒的な輸出競争力を誇ってきたわけであります。ところが、

貿易は国家間の取引でありまして、輸出入均衡を原則として成り立つものとされまして、

そこで戦後国際経済の原則として自国に赤字が重なる不利な貿易では関税障壁をつくって

調整するという取り決めが行われてきました。このため、圧倒的な輸出力を誇る日本製品

に対して高額の関税をかけて、貿易赤字の代償として輸出国の外国では安い農産品を日本

に輸入させてきました。これによりまして第１次産業は長い間苦境に立たされまして、経

済の歴史背景から推計しますと、いわゆる輸出産業は国内第１次産業を犠牲にして現在の

工業大国、経済大国にまで我が国は発展したと言っても過言でないというふうに思ってお

りまして、このＴＰＰに参加すると経済構造に影響するものと認識しております。

当別町の経済全般の影響についても伺われましたけれども、きのうも申し上げていると

ころでありますけれども、現在町の地域経済に係る影響額については石狩振興局などでも

地域経済の影響額として算出することは困難だと。実は私、先般土地連石狩支部の役員会

があったときに振興局の局長代理がお越しになったところで、これによって例えば農産物、

農協さんが窓口で計算するものは概算もできるのだけれども、土地改良事業なんかでこれ

から今要請に行くのだけれども、石狩管内の土地改良でどれだけ影響が出たか積算してみ

てくださいと、22日に石狩支部で国会のほうに行くので、ぜひデータとして欲しいと、責

任とらなくてよろしいから、農家の人は計算できないから、経済団体でないから土地連と

いうものは、ぜひ石狩支部のデータを出してもらいたいと私たってお願いをしましたとこ

ろ、局長さんでもございませんでしたからやむを得ないのですけれども、全く資料がない

のだと、それはそうだと思うのです。しかし、簡単に言うと、ＪＡさんは農家がつくった

ものを集めて持っていくという経済行為、土地改良というのは、土地連というのはそこで

仕事を始めていくところですから、試算しづらいといえばとてもしづらいと思いますけれ

ども、膨大な財界、経済に対する影響だとか、生産意欲に対する問題だとかということで

は非常に大きな問題があるので、ぜひそこを積算してもらいたいというふうに申し上げて

いるのですけれども、積算困難だというふうに言われておりまして、二、三日くれと言わ

れました。道においては、農業関連の地域経済への影響額については、きのうも申し上げ

ましたように、大体農業産出の３倍だというふうに推計しているところでございまして、

当別町については前段申し上げたとおりでございます。そういうことで、ＴＰＰにかかわ

る本町の身近な影響について農業だけでなく金融機関など、例えば農協の資金、これは全

国的に膨大な預金額がありますが、これはやっぱり外国の金融機関からは必ずねらわれる

だろうと。それから、ある金融機関のお話によりますと、例えば町内にある銀行、金融機

関３つほど、ＪＡ入れると４つぐらいになるのですけれども、３つほどありますけれども、
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ＪＡ以外にもそのほかの金融機関については壊滅するだろうというふうな予見をしている

意見も私は聞いております。そういうことで、これは小売業にいたしましても繊維だとか

衣服だとか飲食店だとか、あるいは自動車、自転車、家具、重機、農機具店だとか、農機

具修理だとか部品、そういうようなことについて事業所が甚大な影響を受けるということ

は明々白々だというふうに言われております。

また、食の安全について、これはもう企業だけでなくて国民全体の問題でありますけれ

ども、いろいろな規制を緩和するということでありますから、自国で食べられるものがな

ぜ日本でだめなのだというふうに迫ってくることはもう明らかなわけでございますから、

日本の農協さんがポジティブリストをかなり厳しくやっていますけれども、こんなものは

もう吹き飛んでしまうのでないかというようなことで、外国産の輸入農産品買ってくれば

いいと言われていますけれども、日本で農業がつぶれると、初めのうちはおいしいものは

日本で、場合によっては安いものをという選択ができる日本がいつまで続くか、日本でつ

くれなくなるともうすべて外国に頼らなければならないということを消費者はしっかり理

解していく必要、認識していく必要があるのでないかというふうに思います。そういう意

味では、ご質問ありました点については、やっぱり食生活のグループ、あるいは女性団体

のグループの方にこのＴＰＰについて十分認識をいただいて活動をしていただかなければ

ならないものだというふうに思うところでございます。

そういうことで、私は、町長はどうするかとか、今さら全国に行ってもう一度言ってく

るとか、町村会と協議するとかということではなくて、きのうも実は新篠津の村長さんと

一緒だったのですけれども、うちでは臨時議会の後商工会で議長さんいろいろ報告をした

と、私もごあいさつをしたと、かなり商工会の集まってくれた人には浸透した、ただ新篠

津さんと当別で町村会の２つですから、この後ぜひ会合を持ってもらえないかと、そうす

ると当別のほうから100や150の人は行けるかもしれないよというような話をちょっと打ち

合わせをしているところでございますけれども、私が柏樹議員さんの質問にお答えしたい

と思いますのは、やっぱりこれは町の広報だとか議会だよりだとかいうものを活用してい

く必要があると思います。きのうも申し上げましたけれども、この８年間に町では行財政

の再構築の中で人件費は約５億円削減しましたと、職員費を含めたいろんな人件費は５億

円削減したと、町長の報酬もこの８年間で1,400万削っていますよというようなこと。議

会費も13年、ちょうど私が町長になったときは１億3,000万円議会費あったのですけれど

も、それから今は5,000万円、議会費なんてほとんど削るところがないはずですけれども、

それでも5,000万削っていますよと。大体町の予算の中で項目別に５項目については引き

続きずっと削減しているものですけれども、例えば経済部なんかは平成13年は農協のライ

スセンターのこともありましたから、ちょうど予算では33億だったのですが、21年は33億

あったものが28億削減しているのです。予算が28億ではなくて、削減したものが28億です。

建設部も13年には26億あったものが19億削減しているのであります。経済部と建設部だけ

見てもわかるとおり、当別町の予算がこれだけ減ると当別町の商工業の方々がどれほど苦
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労をされているかはもうわかるはずであります。教育も13年には７億あったものが２億7,

000万、21年度では削減しているわけであります。22年については、皆さん今議案審議し

ている最中ですから、十分おわかりのとおりでございますから、21年を基準にしています

けれども、職員費なんかも13年、私が町長にさせていただいたときは当初予算20億の予算

でした。それが４億それから、今は16億台でございます。人件費ということになると５億

ですけれども、職員費だけでも４億削減しているという、そういうような状態です。

ですから、職員のラスパイレスなんかも地方自治体はまだ楽なのだとか、間々国会の中

で、あるいはいろいろな役所の中で発言されていますけれども、実際ラスパイレス、国が

100ですけれども、当別の場合は99％ぐらい、職員のラスパイレス。新篠津さんは当別よ

り高く100％、唯一この近辺では100％というのは新篠津さんだけでございますけれども、

ほとんど90％、千歳とか恵庭さんとかは99.何％とか、当別より高いと思いますけれども、

この辺では当別が一番職員の人件費が安いということになっているわけでございまして、

しかも町民1,000人当たり月形さんは24人の職員がいるけれども、新篠津さんも14人の職

員がいるけれども、我が当別町は11人しか職員がいないということは、どれほど職員が仕

事を抱えているかということをあらわすデータだと思うわけでございますが、そういうよ

うなこともいろいろなことをやっぱり議会の広報や議会だよりでわかりやすく、今までも

我々はホームページに公開していますとか、いろいろ年に１度は予算なんかを家庭の台所

にするとかという工夫して出してはいますけれども、なかなかわかっていないのです。で

すから、私のところに最近は当別町の太美の道路が当別の市街より悪いよとか、あるいは

街路樹の葉っぱが落ちているのを行政が始末してくださいよ、あるいは虫がついているの

だよとか、あるいは姉妹都市の交流で無駄遣いしているのであれば税金なんか払えないよ

とか、あるいは除雪はやっぱり町が全部やってほしいよとか、それから町長や職員の給与

が我々サラリーマンに比べたら随分高いよとか、そういう町長への手紙やら電話がきのう

も実は２件来て、私のうちの家族はもうなれっこにはなっていますけれども、最近そうい

うことがちょっと多くなってきていますのは、町の中に何かえたいの知れない書類が回っ

ているということがこういう声を勇気づけているのだというふうに私は思うので、こうい

う町の行政とか議会とかの品位を損ねるような、そういうことはやっぱり、きのうも申し

上げましたように、放任をしてはならないというふうに思うと同時に、今柏樹議員さんと

私たちがこの議会で熱く心配して議論していることについても、ここでどんなに熱い議論

をしたとしても、やっぱり安いお米のほうがいいのでないかとか、安い麦のほうがいいの

でないかというような声がひょっとしてこの基幹産業が農業である当別の町の中にも全く

ゼロだというふうには思えないということを認識した上で、やっぱり議会だよりとか町広

報なんかで創意工夫して啓蒙、啓発していく、そういうことが一番町長がやるべきことで

ないかなと私は思うのでございます。

ＴＰＰのことについてはこのくらいにさせていただきまして、23年度の予算編成につい

てでございますけれども、予算編成につきましては財政運営計画、それから政策評価に基
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づきまして人件費など内部管理費をさらに見直しをして、後年度に負担を求めることにな

る地方債の財源として公共事業の見直しを行うとともに、そういうものについては十分見

直すこととして、施設だとか道路の維持だとか補修だとかという町民生活にとって安全で

安心につながるような事業については、今回の地域活性化交付金の活用も含めまして計画

的に実施する、また住民負担の増加を避けることを基本として予算編成に努めていきたい

というふうに思っております。

また、重点分野の雇用創出事業の拡充につきましては、新年度に取り進めを強化するの

かという質問でございますけれども、この事業は成長分野として期待されている新たな雇

用機会を創出するものとして地域のニーズに応じた事業であります。対象分野は、介護、

それから環境、それから地域社会の雇用など、合わせまして11分野指定されております。

本町におきましては、追加配分枠として1,300万円を加算すると合計で4,000万ということ

になりますので、６事業18人の雇用創出を図る予算の要望を北海道にしているところでご

ざいます。そういうことで、前段申し上げましたように、十二分な思慮に基づいた予算編

成をしてまいる所存でございます。

以上で答弁といたします。

〇副議長（髙谷 茂君） 柏樹君。

〇１５番（柏樹 正君） 答弁、ありがとうございます。睡眠不足ということですが、赤

旗を読んでいただいて、随所で赤旗に書いていることも紹介していただいて、熱心にＴＰ

Ｐの問題については党を挙げて、これは農業問題だけでない、農家だけの問題でないとい

うことを言っていることは町長もご存じだと思いますから、十分寝ていただいて結構です

が、言われたアメリカではなくて財界だと。日本の財界とアメリカが対立しているのでは

なくて両方とも、今この問題を突破してアメリカ側はやっぱり日本にいろんな形で進出し

ようというねらいがあるということを私は軽視してはならないと、財界も一部のいわゆる

輸出を専門とする人たちが海外へ進出するためのいろんなものとしてこれは取り上げてい

るのだろうと思うのです。農産物の大量輸入を放置すると本当に大変だということでマス

コミも大キャンペーン、これは財界がそういう後押しをしてやっているわけで、今町長が

言われたように、自由貿易で安い価格が実現して消費者に利益をもたらすと言われている

のです。しかし、実際にはその逆になっている例が外国で既にたくさん起こっている。先

週の赤旗の日曜版を読みますと、メキシコの例と韓国の例がＴＰＰの関係で載っていたと、

町長もそれごらんになったと思うのですが、北米のアメリカとカナダと、それからメキシ

コでＮＡＦＴＡですか、そこで自由貿易を決めて15年ぐらいたつのですか、その結果メキ

シコは自分のところのいろんな製品が売れなくて、アメリカからどんどん入ってきて、そ

して離農せざるを得なくなったのが相当あると。当時それをやったときに政府が農家に対

しては十分な補償をすると、今の菅政権と同じこと言っていたのです。ところが、財源が

ないということとかを理由に結局は放置されてしまって、そしてメキシコの農家の方に言

わせますと、食料主権だけでなくて国の主権まで失ってしまった、そういうふうに評価を
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されるというようなことがこれにも書かれています。政府が先ほど言ったように農林水産

物を中心に鎖国状態になるかのように言っていますけれども、これも町長が言われたよう

に実際に鎖国というよりも日本は十分にもう開かれている部分がかなりあると、歴史的な

経過も前にも説明されておりました。日本の農産物の関税率が11.7で、アメリカより多少

は高いのですが、ＥＵなんかに比べると非常に低いと、もう既にそういうふうになってい

るわけで、宣伝にごまかされてはならないということだと思います。農業が何でこういう

状態なのかというのは、やっぱり後継者が育たないというのは農業だけで食べていけない

からだということは当たり前なのです。輸入自由化を行って価格も流通も市場任せにして

きたからだというのが私たちの主張なのです。だから、今一程度民主党政権が言っている

所得補償方式、これは私は片手落ち、やっぱり輸入自由化に規制をして価格の保障がきち

んとされるということをされないと、今町長がいろんな形で説明された部分が出てくるの

だろうと思います。一方で、きのうおとといも随分農家でそういう努力をされているとこ

ろを菅首相が見て回っているという宣伝がニュースでも出ていましたけれども、大規模な

株式会社なら農業経営が成り立つということも言えないと。農水省がおととし調査をした

そういう会社で一たん農業に参入したのだけれども、実際には撤退した法人が31法人、全

国農業会議所がアンケート調査をすると黒字になっているのが大体11％しかないと、63％

が赤字なのです。だから、こういうことで一部分を取り上げてうまくいっているからとい

って、それが本当に農家の末端まで打開できるかといったら、本当に大変だということを

やっぱり知らせる必要があると。決してその貿易を否定するものではないのですけれども、

そういう意味では農業や食料や先ほど言った環境、当別でいえば景観の問題もかかわって

きますし、労働などを市場任せにしたら成り立たなくなるということをルールをきちんと

つくっていく、それをやっぱり要求していく必要があると。そこをきちんと押さえないと

だめでないかなということで、町長にこの点についてはぜひ見解を示していただきたいと

いうふうに思います。

それから、今の政権が企業献金を認めて結局は財界の言うとおりになってしまう部分が

あるというのは、やっぱり選挙前の公約違反ですから、これは悪いけれども、民主党政権

はやっぱりそういうことをしないようにしていただきたいと思いますし、財界の市場万能

主義というのですか、新自由主義というのですか、そういうものがやっぱりはびこっては

いけないと。これは、三位一体改革で前の政権、前回の自民党政権の中のいろんなうみを

正していきたいという国民の願いを逆なでするような行為だと私は思います。

それから、町民や道民に対するアピールの問題、最後町長言われました。私たちも議会

人ですから、きのう臼杵議員に下手をすれば議会だよりまでなくなってしまうような話で

はなくて、もっとその機能を果たすべきだという逆的な意味で町長言われたのだと思いま

すが、私も議会だよりを号外を出すぐらいにして、この間の議決をしたのだよと、商工会

も含めてやったのだということを議会だよりで号外出すぐらいの決意が僕は必要だと、町

長言われるとおりだと思うのです。そういう点をどう工夫していくかということは、議会
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は議会としての立場で、町もそういう意味では何ができるかというのは、先ほど共産党の

例でいろんなのぼりを出したりというようなことも工夫はしているのですが、やっぱりス

ケールの大きさは協働だと思うのです。一緒にやっていく、個々でやりながら、ともにで

きることはないかということ、今新篠津の例も町長挙げられましたが、そういう点での訴

えかけをいろんな形で訴えていく必要が私はあると思うのです。私たちがアンケートをや

って町民から細かい要求が出てくるのと町長のところに電話行くのは、私はいいことだと

思うのです。苦情を言うのか、感情的に言うのか、やっぱり自分の気持ちをいろんな形で

町長に答えてほしいということがあるからだと思うのです。だから、そういうふうに私は

性善説なものですから、人はもともといい意味で、もっとよくしたいという気持ちをどこ

にぶつけるか、やっぱりトップにぶつけていく人もいるだろうし、近くの人に言う人もあ

るだろうし、いろんな形があると思うのです。それを否定的な立場ではなくて、やっぱり

きちんと受けとめていく広い心、私もそういう点ではまだ欠陥なのですが、そういうこと

を組織としてみんなでそれにこたえていく、そういう運動としてやっていく必要があると

思うので、そういう立場で町長にも臨んでいただきたいし、答弁もいただきたいというふ

うに思います。

〇副議長（髙谷 茂君） 町長。

〇町長（泉 俊彦君） 文字どおり寝不足で、原稿２枚ぐらい本当は飛ばしました。前段

にお答えすべきだったと思うのでありますが、去る12月５日の議長が要請を商工会を借り

て報告したことを受けまして、商工会のほうでもいろいろなことを研さんをしていただき

まして、商工業者にかかわる中小零細企業にも大変な影響が及ぶことだということで、本

町商工業全体の問題ととらえて商工会内の各部会で議論することはもちろん、会員によら

ず非会員もとにかく商工業の方々にいろいろな聞き取りの調査を実施することを今してい

るようでありまして、そういうことをしながら会報などを通して理解を深めてもらうよう

に今啓発活動を展開しているようでございます。そういうことで商工会さんは一生懸命や

っておられますだけに、今柏樹議員さん言われましたように、議会も十年一日の広報だけ

でなく、ぜひ次に発行される議会だよりは工夫をしていただければ非常にありがたいと思

っております。いずれにしましても、多くの町民は農業だけの問題ではなくて地域経済に

も、それから労働の分野にも、これは労働の分野に本当にどんどん入り込んできますし、

賃金の問題なんかにも響きますし、質の問題にも響きますし、そういうようなことをむし

ろ農林省は積算しているけれども、これによって被害というか、影響がいろいろ出てくる

省庁のほうがもっと時間がかかって３月だとか６月だとかに間に合わないのでないかと、

省庁間でそういうふうな声があるようにも私は国のほうから聞いております。そういうこ

とでぜひこれからも商工会さんなんかと、ＪＡだけでなくてそういうところとも行政も連

携を一層密にしていきたいというふうに思っております。

また、私も町民から電話をいただくことを嫌っているわけではありませんけれども、た

だお話の内容が今までとはちょっと違うと、つまり変な議会広報やら町広報よりもわかり
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やすく短絡的で無責任なものが出回ると、私のうちなんか同じものが３枚も来ていますか

ら、相当熱心にいろいろ、そういうことが何も行政や議会から、そういうものを町長構う

なと議会のほうで私何回もアドバイスいただいていますけれども、私もそういう議会さん

の声を尊重していますけれども、これはほうっておけないというのはやっぱり当別町の行

政や議会の品格を損ねているのです、どんどん。ですから、同じ電話来るにしても、今ま

でとは質の違う電話になる。私は、株式会社ぎょうせいが発行している「ガバナンス」を

議員時代ずっととっておりましたし、今も時折町村会に行っておもしろいときはそれを帰

りに買ってきて読んでいるのでありますけれども、今回議会でも一般質問いただきました

地域の足を守るなんていうのは「ガバナンス」11月号は物すごくよく載っていますから、

やっぱりきのうのような質疑なんかは町広報で、私どもの広報できちっと議会だよりを読

んでくださいというような広報を載せるべきだというふうに、例えば今回の当別町の経済

が大変なピンチになるＴＰＰのことについて２人もの議員さんから一般質問がありました。

それから、消防の広域化、消防団員数の減少していくことについて議会で熱心な議論があ

りましたとか、あるいはコミュニティバスだとか地域の足を守ることについて12月議会は

議論がありましたとか、あるいは姉妹都市の交流についてあったとか、保育所の民間委託

の実態についての議論があったとかいうようなことを町の広報で見出しだけでもお知らせ

して、その後に来るであろう議会だよりをよくお読みくださいというようなことは、かつ

ては町の広報発行時代は私の父なんかは町から選ばれた町広報の広報委員の一人でありま

して、当別町が広報を出すとき無作為に何人かの委員が出て町民の目から見て公平無私な

広報かどうかということを１年か２年チェックしたときがありますけれども、今はもうそ

んなことしなくても町民の皆さんに町広報は正しくて公正な便りだというふうに受け取っ

てもらえていると思いますから、見出しぐらいは出して議会だよりが来るのを楽しみにす

るような、そういう活動を広報はするべきだと指示を今しているところでございますので、

どうか商工会さんのほうで活動されることに議会さんのほうでもそれぞれの議員さんにお

かれまして地域ごととか後援会とか、いろいろなやり方工夫していただければと。私も先

ほど申し上げましたように、新篠津さんのほうで、商工が少ないところですから、そこで

集まりを持ってもらえれば、うちのほうからそちらに合流させてもらうということも考え

ていきたいということを話していたということで、首長は首長で今そういうことをやろう

としておりますので、ぜひご発議いただいた議員さんが、17人の議員さんがいろいろな活

動をしていただけると、かなり効果が出るのでないかと思いますので、そのことを再度申

し添えさせていただきまして答弁といたします。

〇副議長（髙谷 茂君） 柏樹君。

〇１５番（柏樹 正君） 質問の趣旨に今町長からそれぞれお答えをいただきましたが、

町民に元気とこれからの安心を持ってもらう町政の役割というのをやっぱり来年度予算で

ぜひ具体化していただきたい。私たちもそういう町民の声をもっとくみ上げながら要望も

していきたいし、お互いにそういう点で、お互いって表現悪いのですが、それぞれの立場
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で町民との接する機会を利用してこの問題、ＴＰＰの問題もそうですし、いろいろな住民

に今本当に苦しい状況になっていると思うのです。それがやっぱりいろんな形であらわれ

ているわけですから、それをどう乗り越えていくかという努力をお互いにしていく必要が

あるし、私たちも努力をしたいと思います。町長にはそのことを強く要望して、質問を終

わらせていただきます。

〇副議長（髙谷 茂君） 以上で柏樹君の質問を打ち切らせていただきます。

暫時休憩します。

休憩 午前１１時０４分

再開 午前１１時０８分

〇議長（竹田和雄君） 再開いたします。

次に、通告５番、石川君の質問であります。

石川君。

〇３番（石川和栄君） ただいま議長より質問の許可をいただきましたので、通告に従い、

質問させていただきます。通告書にあります順で質問させていただきますので、よろしく

お願いいたします。

まず最初に、福祉行政について、女性の生命と健康を守る政策の継続について２点質問

させていただきます。子宮頸がんと乳がん検診の無料クーポン事業について、これは２つ

目に話す妊婦健診14回の公費助成とともに、公明党、特に女性議員の強い推進で成立した

券です。この子宮頸がんと乳がん検診の無料クーポン券は、平成21年度から補正予算で約

216億円を投じ、受診率50％を目指すという目的で実施されました。クーポン券の配付対

象は、乳がん、子宮頸がんともに５歳刻みで、乳がんは40歳から５歳刻みで60歳まで、子

宮頸がんは20歳から５歳刻みで40歳まで、ところが菅内閣23年度予算案では国の負担が半

分に減らされました。23年以降もこの事業が現実に実行していただけるかどうか、まだ未

定になっております。５歳刻みになっていますので、すべての人が検診を受けるためには

最低５年間の事業継続が不可欠です。２カ月前ですけれども、この無料クーポン券に該当

する方がクーポン券をいただいて行こうか行かないか相当迷っていたらしいのです。同じ

年代の方から、近所の知人からこういう機会はないから行きましょうということでお二人

で検診に参加したそうです。ところが、翌日がんが発見されました。ただ、早期発見のた

め、今はもう克服し、元気な顔で本当に受診させていただいて助かりましたと、これから

地域の皆さん会う人に検診の大切さを私は訴えていきますというすごい強い決意でそのご

婦人はお話ししてくださいました。私たち公明党も国のほうにも積極的に訴え、また署名

活動もしてまいっていますが、町として今後この継続をしていただけるのかどうか、町長

のご答弁よろしくお願いいたします。
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２つ目、妊婦健診14回分の公費助成について、これも平成21年度から14回以上の公費助

成が実現しました。妊婦の方にとって本当に経済的に安心して子どもを出産できるという

ことですごく喜んでいただき、長期継続を望んでいます。そして、この公費助成も単年度

ですけれども、平成23年度延長して公費助成をしてくださることになりましたこと、本当

に地域の若いお母さんたちは喜んでいます。ただ、一つの意見として、どうしてもこの予

算というのは単年度に決めなければならないと思いますが、ある意味長期でのこの公費助

成の継続を実行していただける、そういう政策をしていただきたいという声が上がってお

ります。当別町として今後この14回公費助成の件もどのように町長は考えているのか、お

聞かせください。

２つ目、福祉行政の中でも保育所業務の民間委託について。町では当別町幼稚園・保育

所計画などに基づき、平成23年度からふとみ保育所を民間委託すべく事業を進めていると

思いますが、町民の方からの要望もありますので、何点か確認させていただきます。１つ

目、保護者の皆さんが不安に思っていることはないのでしょうか。２つ目、民間委託によ

る保育料の改定があるのではないでしょうか。３つ目、保育内容の質の低下を招かないの

でしょうか。この３点について町長にお聞きいたします。

次、教育行政について、小中学校の２学期制導入について。日本の初等、中等教育では

現在も多くの小中学校で３学期制を導入しています。これは、もう100年以上続いている

と思います。しかし、大学、短期大学及び高等専門学校などの高等教育機関では２学期制

が主流です。小中学校のうち日本で最初に２学期制を導入したのは、滋賀県栗東市内の小

学校で2001年度に導入したとのことです。翌年に宮城県仙台市がすべての市立小中学校で

導入したことから、全国で２学期制を取り入れる学校が増加しています。2009年度現在で

２学期制を導入している学校は、公立小学校が4,668校、公立中学校が2,284校と公立小中

学校のほぼ５校に１校が導入している状況です。小学校では来年度から、中学校では再来

年度から全面実施される新学習指導要領では指導内容が相当ふえると言われており、授業

時間数などゆとりを確保する面からも２学期制を導入する公立小中学校がふえると言われ

ています。２学期制の実施には、一般的に次に述べるメリットがあると言われています。

１点目として、現在の学習指導要領により授業時間数がふえ、児童会、生徒会活動や放課

後活動にゆとりがなくなりますが、年間を通してゆとりを生み出すことが可能になること

です。２つ目、１学期がなくなることで始業式と終業式が減り、教員の評価業務が１回少

なくなるため、年間の授業時間をふやすことが可能になること。３点目として、評価業務

がなくなった７月と12月、これまで以上のゆとりができ、夏期休業期間前と冬期休業期間

前などに児童生徒への個別指導週間を設置することで有意義な休日の過ごし方等の指導が

できることなどがあります。このほかにも２学期制導入にはメリットもデメリットもある

と考えますが、教育現場の抱えるさまざまな問題の解決を教師だけに求めるのは不可能で

あり、多忙な教師が子どもたちお一人お一人と向き合えるゆとりある環境を整えることが

最も大事だと考えますので、地域のニーズに合った教育への転換のためにも２学期制導入



- 77 -

を私は考えます。

１つ目、２学期制については、石狩管内の北広島市、江別市教育委員会でも平成23年度

導入に向け検討していると聞いておりますが、当別教育委員会でも検討していると思いま

す。状況をお聞かせください。

最後に、２学期制導入にはメリットもデメリットもあるため、２学期制のデメリットも

目立ち、３学期制に戻した学校もあります。児童生徒や教師がゆとりを持てることによっ

て望ましい教育活動が展開でき、個々に即したきめ細やかな指導や保護者との説明、相談

にも時間がとれるため、豊かな人間性をはぐくみ、生きる力を育成できると、２学期制導

入をすることによって効果を上げている学校もたくさんあります。教育関係だけではなく、

地域のみんなで努力することが大切だと考えます。教育長のお考えをお聞かせください。

以上、１回目の質問を終わらせていただきます。

〇議長（竹田和雄君） 答弁調整のため、10分間休憩いたします。

休憩 午前１１時２０分

再開 午前１１時２８分

〇議長（竹田和雄君） 再開いたします。

石川君の質問に対する町長、教育長の答弁を求めます。

町長。

〇町長（泉 俊彦君） 石川議員さんの質問にお答えします。

最初に、子宮がん、乳がん検診無料クーポン券の配付の継続についての件でございます

が、女性特有のがんの検診推進事業は子育て支援の一環として国が平成21年度補正予算計

上し、当別町では21年８月の臨時議会で補正予算後９月から実施いたしております。ご発

議にもありましたけれども、事業内容、子宮頸がん検診については20歳と25歳と30歳と35

歳と40歳の方々に５歳刻みで、それから乳がん検診は40歳、45歳、50歳、55歳、60歳の方

々にがん検診を受けていただくように無料クーポン券とがんの正しい情報と検診の大切さ、

ご質問の中にありましたけれども、そういうことで啓発普及につながる検診手帳をお一人

お一人に郵送し、受診を呼びかけています。平成21年度の対象数は1,065人、子宮頸がん

検診が511人と乳がん検診が696人受けておりまして、平成22年度の対象者は1,059人、子

宮頸がん検診が452人と乳がん検診が718人、２年間合わせまして実に2,124人になってお

ります。平成21年度のクーポン券の利用率は、子宮頸がん検診が23.8％、乳がん検診が28.

2％でした。平成22年度の10月末までの利用率は、子宮頸がん検診が10.8％、乳がん検診

が11.8％となっています。事業開始から１年半の間で、現在までのところ受診者が452名

中６名のがんの早期発見につながっております。この女性特有のがん検診推進事業は、国

の補助率が平成21年度10分の10ということで、平成22年度の予算では２分の１へと減少に
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なっていますが、当別町では女性の生命と健康を守るために21年度と同じように無料クー

ポン券と検診手帳の配付を実施しております。今後の国の方向性としては、平成23年度は

継続実施の予定ですが、24年度以降はまだ未定となっています。町といたしましては、23

年度も引き続き国の基準に基づいて予算計上する予定でありますが、がんの早期発見、そ

れから治療につながるこの事業の24年度以降の継続実施については今後町村会等を通じま

して強力に国に要請していきたいと思っております。

次に、妊婦の一般健康診査の公費負担の継続実施についてでございますが、妊婦一般健

康診査は妊婦が早期に、かつ定期的に健診を受けることで健やかな妊娠期を過ごし、順調

な分娩、健全な育児につながるための健診ですから、これまで町で実施していた５回分の

健診助成に加え、平成21年度から国の出産、子育て支援対策の一環としてさらに９回分の

健診の追加助成をし、計14回公費助成を行っています。平成21年度の実施は93名、それか

ら平成22年度11月末の実績は54人が利用しております。この事業は、国の補助率が２分の

１で町の負担も発生しておりますが、22年度も継続実施しています。今後国の方向性とし

て、23年度は継続実施の予定でありますが、これも24年度以降は未定となっております。

町としては、23年度に引き続き予算計上を予定するとともに、子育て世代が安心して妊娠、

出産を迎えることができるようにこの事業を24年度以降も継続することが極めて重要な施

策と考えております。今後町村会等を通じてこれも全力で要請していきたいと思っており

ます。議員の皆さんにおかれましても、各方面から国の対策として女性の生命と健康を守

るための支援策として継続できるように協力をお願いしたいと思っております。本当に毎

日のように私の町長のデスクには死亡報告が秘書課のほうから届いてくるわけでございま

すが、そのたびに本当に胸につまされる思いで、たまには出産のお話を町長のデスクの上

に上げてほしいよという、本当にそんな気持ちの毎日でございますので、この２件につい

ては町村会等でも全力を傾注したいと思っております。

２番目の保育所業務の民間委託の件についてでございますが、ふとみ保育所の業務民間

委託につきましては第５次の総合計画で方向を定めまして、当別町の子育て行動計画、そ

れから当別町幼稚園・保育所計画の中でも具体的に平成23年度民間委託することとなった

ことに基づいたものでございますので、これらの計画策定に当たりましてはたくさんの意

見をいただけるようにアンケート、それからパブリックコメント、それから町政懇談会を

開催するほか、策定委員会で熱心な議論など数多くの町民の皆さんのご協力をいただいて

策定しました。非常に長引いております経済不況と国の財政改革の影響を受けまして、自

治体経営が厳しい環境の中にあって行政改革の一つとして町民に信頼される保育所を継続

していくべく議会の理解を得ながら最善を尽くしてきました。また、本議会初日14日に行

政報告の中でも申し上げたところでございますが、受託予定の法人、社会福祉法人高陽福

祉会と協議を進めております。

ご質問についてでございますが、保護者が不安に思っていることはないかという質問が

ございました。保護者の皆さんにとりましては、かわいい大切なお子さんのことを考え、
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不安に思われること等もあろうと思います。この不安を払拭するために、ふとみ保育所役

員の方々に理解を深めていただく上でふとみ保育所の通所区域の保護者を対象とした説明

会を開催させていただきまして、不安は感じられないように努めておりますけれども、さ

らに保護者、それから受託事業者、町による３者で協議を重ねながら綿密に連携をとって

まいります。

民間委託による保育料の改定があるのではないかという、これはだれでも最初に心配す

る質問だと思いますが、委託後も設置は当別町ということでありますので、保育料の改定、

それから徴収は今までどおり町が行うことでありますので、委託による保育料の改定はご

ざいません。

次に、保育サービスの質の低下につながらないかという質問でございますが、これまで

ふとみ保育所で行っています乳幼児保育、それから延長保育、それから障がい児保育、そ

れから一時預かりを初め、保育サービスは引き続き変わらず行いますし、認可保育所とし

て国の定める保育所保育指針を原則として運営することに変更はありませんので、保育サ

ービスの質が低下するというおそれはございません。

したがいまして、変更となるのは、それでは何かというと、町職員の保育士から受託先

が雇用している保育士にかわるということでございます。ただ、もともと臨時職員として

勤務していた保育士の方数名も今後受託先の法人の職員になるということを伺っておりま

す。それから、受託先の法人では、今町内で認定こども園の園舎を来年の春開園を目指し

て新築中でありますが、北欧風のとてもきれいなかわいらしい園舎でありまして、今から

子どもたちの喜ぶ顔が期待できて非常に楽しみにしているところでございます。民間が運

営することで多様な利用者のニーズにかなり対応できるというふうに思って、特色あるサ

ービスが期待できると思っております。例えば受託先の法人、夢の国保育園では、石狩の

浜での地びき網の体験だとか、あるいは乗馬の体験だとか、それから今クリスマスが来ま

すけれども、サンタクロース、トナカイが来てプレゼントがあったり、外国人講師による

英語遊びのほか、マーチングだとか鍵盤ハーモニカなどを取り入れて子どもだけでなくて

保護者の方々からも非常に好評を得ております。町といたしましては、安心して通うこと

ができるように、保護者の皆さんの意見、要望をさらに細かく聞きながら進めてまいりま

す。今後さらに子育ての環境充実を目指しまして、できるだけ早く認定こども園へ移行が

必要であると考えております。そのために、今まで申し上げてきました民間委託から一歩

進んだ完全に民営化することが必要でございますので、保護者の皆さんに信頼をいただけ

るようにしながら民間活力の導入、単に町経費削減ということではなくて、本当に内容が

いいものになったというふうに理解いただけるような環境づくりに努めてまいりたいと思

っておりますので、ご理解をいただきたく存じます。

以上で答弁といたします。

〇議長（竹田和雄君） 教育長。

〇教育長（山内秀治君） 石川議員の一般質問にお答えをします。
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初めに、小中学校の２学期制についての検討状況でありますが、現行の学習指導要領の

実施と完全学校週５日制の実施に伴い、学力低下が叫ばれ、授業時数の確保をねらいとし

た２学期制に転換する自治体が増加しておりまして、全国的には仙台市、金沢市、千葉市、

横浜市、また京都市などが既に実施をしております。道内においては帯広市、北見市、旭

川市などの学校で実施をしておりまして、さらに石狩教育局管内では恵庭市、石狩市、千

歳市で実施をしております。また、先ほど江別市においては、また北広島市もそうなので

すけれども、平成23年度から実施の予定というお話でしたけれども、江別市においては平

成24年度から導入予定と伺っておりますし、また北広島市は検討委員会を設置していると

いうふうに伺っております。さらに、今後管内規模で実施される教職員が１カ所に集まっ

て行う研修会であるとか、あるいは中体連というのですけれども、中学校の体育大会、ま

た中文連というのですけれども、文化活動として合唱の発表会だとか、生活体験発表会、

英語暗唱発表会などの管内行事の日程が２学期制に合わせたスケジュールになっていく可

能性もあることなどから、当別町においてもことしの10月の14日に校長、教頭、教務担当

教諭、教育委員会事務局職員を構成メンバーとして、名称が当別町小中学校２学期制検討

委員会といいますけれども、設置をいたしました。この検討委員会で活動している内容を

紹介いたしますと、都道府県や管内における学校２学期制の実施状況だとか、その成果と

課題等の研究、協議を行い、年度末に研究報告書を作成する予定でございます。

次に、２学期制のメリット、デメリットでありますけれども、先ほど石川議員さんのほ

うからもお話がありましたけれども、重複したことを申し上げれば、大変失礼だと思いま

すので、先にお許しをいただいておきます。メリットとしては、始業式、終業式、定期テ

スト、通知表作成の回数を減らすことによって授業時数を増加できるということや行事等

を分散することで７月、12月の学期末の学校行事等による過密化が解消できること、また

教師、児童生徒が夏期、冬期休業の直前まで落ちついた雰囲気で授業ができることなどが

挙げられます。授業時数が増加するだとか、少しゆとりある過ごし方ができる、仕事の仕

方ができるということで、この増加した時数を例えば体験的な学習だとか、子どもが主体

となって活動する学習であるとか、あるいは一人一人に応じたきめ細かい指導などを行っ

て学力だとか豊かな心の育成につながるものと期待できるというふうに私もとらえており

ます。さらに、教師には長期休業中に指導内容の確認や評価資料の整理をする時間的余裕

が生まれて、それが休業後に生かされること、また子どもたちには休業中を学期の延長線

上のものととらえ、学校では学習の連続性というふうにいうのですけれども、休業中の努

力の成果を学期の成績に反映させられるということなどが挙げられます。一方でデメリッ

トや課題として挙げられていることは、通知表の発行回数が減りますので、保護者の不安

であるとか、あるいは学校教育活動全体にわたる学校行事等の精選、長期休業前に通知表

を補助するような評価等を保護者にお知らせするだとか、子どもたちにお知らせするとい

うような、そういうことが必要となってきまして、さらに転校生への配慮が必要であるこ

となどが挙げられます。全国的にはご指摘のとおり、岩手県や横浜市の一部の学校で長期
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休業前に通知表がないと成績状況が具体的に把握できないなどの理由から、２学期制から

３学期制に戻しているところも出てきているというふうに押さえておりますが、管内では

先ほども申し上げましたように実施校が増加する傾向にあります。このような状況から２

学期制については、そのメリットやデメリットをしっかりと念頭に置き、また管内の状況

を見きわめながら本町の検討委員会の協議内容、研究内容や研究報告書を検討し、慎重に

判断してまいりたいと考えております。

以上で答弁といたします。よろしくお願いいたします。

〇議長（竹田和雄君） 以上で石川君の質問を打ち切らせていただきます。

◇

◎閉会の宣告

〇議長（竹田和雄君） 以上で本会議に付託されました案件の審議は全部終了いたしまし

た。

よって、平成22年第６回当別町議会定例会を閉会いたします。

（午前１１時４９分）
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地方自治法第１２３条の規定により署名する。

平成２３年 月 日
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